
東海再処理施設の安全対策に係る廃止措置計画認可変更申請対応について 

 

令和 2 年 7 月 21 日 

再処理廃止措置技術開発センター 

 

〇 令和 2 年 7 月 21 日 面談の論点 

 

（7/27 東海再処理施設安全監視チーム会合資料） 

 資料 1 前回会合における議論のまとめに対する回答 

資料 1-1 TVF 受入槽等の液量管理について 

資料 1-2 外部事象に対する事故対処設備の対策の具体的内容の提示時期につ

いて 

資料 1-3 防火帯に含まれる建屋の障壁としての機能等について 

資料 1-4 竜巻対策の事故対処設備による代替策の有効性について 

 

 資料 2 廃止措置計画の変更認可申請（7 月申請予定）案件について 

資料 2-1 ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の廃止措置計

画用設計津波に対する津波影響評価に関する説明書 

資料 2-2 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の廃止措置計画用設計津波に対する津波

影響評価に関する説明書 

 

 資料 3  外部事象に対する各影響評価ガイドへの対応状況 

 

 資料 4  分離精製工場（ＭＰ）等の津波防護に関する考え方 

 

 資料 5 TVF 保管能力増強について 

 

 

（その他） 

 資料 6 ガラス固化技術開発施設（TVF)ガラス固化技術開発棟 FEM により設計さ

れた配管の耐震評価について 

 

 資料 7 ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟における建家貫通

配管が損傷した場合の建家内浸水調査について 

 

 東海再処理施設の安全対策に係る 7 月までの面談スケジュール（案）について 

 

 その他 

以上 
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前回会合における議論のまとめに対する回答 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年７月２７日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

【概要】 

〇第 45 回東海再処理施設安全監視チーム会合における以下の議論のまとめに関し

て回答する。 

・ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟受入槽等の液量管理に係

る保安規定の変更時期について（資料 1-1） 

・外部事象（竜巻、火山事象、外部火災）発生時における可搬型の事故対処設備の

防護方針について（資料 1-2） 

・森林火災からの防護のために設ける防火帯の計画と森林火災発生時の自衛消

防隊の役割について（資料 1-3） 

・竜巻による飛来物によって屋上に設置されている設備，配管等が損傷した際の復

旧方法の考え方について（資料 1-4） 

【資料 1】  
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ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟 

受入槽等の液量管理に係る保安規定の変更時期について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年７月２７日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

【資料１－１】 

【概要】 

〇 ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の受入槽・回収液槽及

び濃縮器については，耐震裕度を向上するために液量管理を行うこととした（第

45 回監視チーム会合）。 

・ 受入槽・回収液槽については、通常運転時においては 5.5 m3（密度 1.28 g/cm3

以下）、非定常時においては 4 m3（密度 1.6 g/cm3以下）を液量管理値とした。 

ただし、送液時の送液精度・配管からの液戻り等の変動により一時的に管理

値を超過する場合においては、速やかに管理値に戻すことを条件として許容

超過期間を設けることとした。 

・ 濃縮器についても、耐震裕度確保の観点から液量を制限することとし、液量

管理値として 1.0 m3を示した。 

〇 許容超過期間など上記液量管理の運用方法の具体的内容については、保安規

定において明確にする方針であり、そのための保安規定変更に係る申請は 10月

上旬頃を予定している。 

また、5月 29日に廃止措置計画の一部補正を申請した内容の内、高放射性廃液

貯蔵場（HAW）の高放射性廃液貯槽の液量管理に係る保安規定の変更について

も上記申請に含める。 

 〈7/16 監視チームにおける議論のまとめ〉 
1. 前回までの会合における議論のまとめに対する回答について 
 ① TVF 受入槽等の液量管理について 
  〇 具体的な管理条件と保安規定の申請時期について 
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外部事象（竜巻、火山事象、外部火災）発生時における 

可搬型の事故対処設備の防護方針について 

 

 

 

 

 

令和２年７月２７日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

【資料１－２】 

【概要】 

〇 外部事象（竜巻、火山事象、外部火災）に対する事故対処設備の防護方針につ

いては、各事象の特徴に応じて、分散配置・固縛・防火帯の設置・離隔距離の確

保・運用による対処等を行うとしている（第 45 回監視チーム会合）。 

〇 事故対処の有効性評価については、再処理施設が津波に対してウェットサイト

となるという特徴を踏まえて検討を進め、令和 2 年 10 月、令和 3 年 1 月の各段

階で評価結果を提示することとしている（第 45 回監視チーム会合）。 

〇 外部事象（竜巻、火山事象、外部火災）に対する事故対処設備の防護の具体的

内容についても、上記の事故対処設備の有効性評価と合わせて提示する予定で

ある。 

〈7/16 監視チームにおける議論のまとめ〉 
1. 前回までの会合における議論のまとめに対する回答について
② 外部事象発生時における可搬型の事故対処設備の防護方針について
〇 上記の具体的な内容の提示時期について
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森林火災からの防護のために設ける防火帯の計画と 

森林火災発生時の自衛消防隊の役割について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年７月２７日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

【資料１－３】 

【概要】 

〇 森林火災から高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガ

ラス固化技術開発棟の安全機能を防護するために，当該施設周辺に防火帯を設置

する計画である。 

・ 防火帯の設置計画については第 45 回東海再処理施設監視チーム会合にて，

森林火災から HAW 及び TVF の周辺の建家を防火建築とみなして防火帯に組

み込んだ計画（計画 A）を提示した。 

・ 規制庁からは，建家を防火帯に組み込むこと自体は否定しないが，防火帯とし

て期待できることを示す評価及び運用について示すようコメントを受けた。 

・ これを受けて，防火帯の範囲は大きくなるが建家を防火帯内に組み込まず，構

内の舗装道路等を利用する場合（計画 B）についても検討を行った。 

・ 検討の結果，計画 A は防火帯範囲が狭いことから短期間での整備が期待で

き，自衛消防による延焼活動が迅速に行えるという利点があるものの，防火帯

に組み込んだ建家が延焼した場合の対策，延焼を起こさないための運用につ

いて先行事例がないといったデメリットがあると判断した。 

・ 一方，計画 B においても既設消火栓と消防タンク車を組み合わせれば延焼防

止活動は可能であり，先行施設に倣った整備・運用が可能であることから不確

実性が少ないと判断した。これより，今後は計画 B に基づき防火帯整備を進め

ることとする。 

〇 森林火災時の自衛消防隊の役割は，防火帯付近にて散水を行い，万が一の飛び

火による延焼を防止することとしている。その対処に要する時間については訓練等

により確認を行うこととし，今後の事故対処の有効性評価のスケジュールに合わせ

て示すこととする。 

 
〈7/16 監視チームにおける議論のまとめ〉 
3. 外部事象対策について 
 ③ 外部事象に係る各影響評価ガイドとの比較 
  〇 防火帯 

〈6/29 監視チームにおける議論のまとめ〉 
3. 外部事象対策について 
 ② 外部火災対策について 
  自衛消防隊の役割 
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高放射性廃液貯蔵場（HAW)及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技

術開発棟に対して森林火災からの防護のために設ける防火帯について

想定する森林火災から高放射性廃液貯蔵場（HAW)及びガラス固化技術開発施

設（TVF）ガラス固化技術開発棟を防護するために、周辺に必要防火帯幅をもっ

た防火帯を設けて火炎の延焼を食い止めるとともに、各建家外壁から防火帯外

縁（火炎側）の距離が危険距離を上回るようにすることで各建家外壁の温度を許

容温度以下に保つこととしている。

上記の防火帯の設置計画について、周辺の鉄筋コンクリート造建家を延焼障

壁とすることにより防護する建家周辺に近い位置に配置するケース（計画 A、図

1）と、防火帯内に建家・構築物を含めずに配置するケース（計画 B、図 2）を

比較検討した。

計画 A の防火帯は防火帯面積が少ないことから短期間に整備が可能で自衛消

防による延焼防止活動の範囲も少ないという利点が認められた。しかしながら、

森林火災が隣接する建家内部に延焼した場合の対策が必要であること、また先

行原子力施設の防火帯においても建家自体を防火帯に組み込む例は無いこと等

の不利な点があること、既設の消火栓位置から計画 A・B 共に自衛消防による延

焼防止活動は可能であることを踏まえ、計画 B を防火帯設置の基本方針とする。 
今後は計画 B を基にして設定位置の詳細化を行い、事故対処設備の配備場所

の整備時期に合わせて防火帯の設置（設計及び工事の方法の申請）を行う。なお、

防火帯計画範囲に高放射性廃液貯蔵場（HAW）の周辺地盤改良工事区域、漂流

物防護柵設置区域及び事故対処設備の配備場所（プルトニウム転換技術開発施

設の管理棟駐車場）の地盤改良工事区域が含まれることから、すべての防火帯整

備までには時間を要する。したがって、先行して着手可能な区域から整備を段階

的に進めることとし、その整備の計画については令和 2 年 10 月までに示すこと

とする。

森林火災発生時の自衛消防隊の役割について 

高放射性廃液貯蔵場（HAW），ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技

術開発棟及び第二付属排気筒の周辺には防火帯を設定するため，森林火災がこ

れらの施設に影響を及ぼすことはないが，森林火災の状況に応じて自衛消防隊

は防火帯付近にて散水を行い、万が一の飛び火による延焼を防止する。

森林火災が発生、またはそのおそれがあると判断した場合には、所長は直ちに

危機管理課長に対して自衛消防隊の招集を指示し、出動させる。

指示を受けた自衛消防隊は緊急自動車車庫前に参集し、消防タンク車又は消
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防化学車により出動し、再処理施設内又は再処理施設周辺に到着し、消防タンク

車又は消防化学車による散水活動を行うことができる。また，常駐隊は正門警備

所より消防タンク車により出動し、再処理施設内又は再処理施設周辺に到着し、

消防タンク車による散水活動を行うことができる。また近傍の消火栓・水利を利

用した散水活動も実施する。 
これらの対処に要する時間については，訓練等により確認を行うこととし，今

後の事故対処の有効性評価のスケジュールに合わせて示すこととする。 
 

<7>



図 1 防火帯の設置計画 A 
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図 2 防火帯の設置計画 B 
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（参考） 防火帯の計画 A 及び計画 B の比較 
 
想定する森林火災から高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発

施設（TVF）ガラス固化技術開発棟を防護するために設ける防火帯について、周

辺の鉄筋コンクリート造建家を延焼障壁とすることにより防護する建家周辺に

近い位置に配置するケース（計画 A、図 1）と、防火帯内に建家・構築物を含め

ずに配置するケース（計画 B、図 2）を検討した。以下にその詳細を示す。 
 
1. 防火帯に求める要件 

検討する防火帯は以下に示す「配置要件」と「管理要件」を満足するものと

する。 
〇 配置要件 

a. 防火帯は防護する建家周囲を切れ目なく囲む帯状の区域とすること。 
b. 以下の必要防火帯幅を確保すること。 

風上（防火帯外縁方向）に樹木がある場合 ：8.5 m 以上 
風上（防火帯外縁方向）に樹木がない場合 ：21 m 以上 

c. 以下の危険距離（防護する建家外壁と火炎の離隔距離として最低限必

要な距離）以上の離隔距離を確保すること。 
高放射性廃液貯蔵場（HAW）  ：14 m 
ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟 ：13 m 
第二付属排気筒  ：19 m 

d. 自衛消防による延焼防止活動が可能であること。 
〇 管理要件 

a. 防火帯内には可燃物がないこと。 
b. 防火帯内には樹木がないこと。また草木の自生を防止すること。 
c. 防火帯内に車両等を駐車しないこと（一時的な通過・停車は除く）。 

2. 計画 A について 
2.1 検討の方針 

再処理施設は狭小な敷地に多数の建家が密集して建設されていること

から、高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）
ガラス固化技術開発棟においても隣接建家が近くに存在する。しかしな

がら、これらの隣接建家は原子力施設として建設された堅牢な鉄筋コン

クリート造建家であり、火災に対して有効な防護障壁となることが期待

される。 
そこで、これらの建家を防火帯の一部に組み込むことにより防火帯を

面積を少なくすることで、短期間での整備・自衛消防による延焼防止活動
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の容易化を図るという意図に基づき検討した（図 1）。南側の防火帯はそ

の風上に樹木があることから防火帯幅を 21 m 確保することとし、高放射

性廃液貯蔵場（HAW）については北側及び東側の一部に隣接建家（分離

精製工場（MP）及びプルトニウム転換技術開発施設（PCDF））、ガラス

固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟については北側の一部に

隣接建家（クリプトン回収技術開発施設（Kr））を組み込む。また両建家

とも南側の一部に隣接建家（リサイクル機器試験施設（RETF））を組み

込む。

なお南東側の一部は現在は樹木が自生しているが、これらはこの場所

に事故対処設備を配備することから、地盤改良工事を行う計画であり、そ

の際にこれらの樹木の伐採が行われる。

2.2 計画のメリット 
防火帯面積が少ないことから、防火帯の整備期間が短く、自衛消防によ

る延焼防止活動も守備範囲が狭いことから容易となる。参考-図 1 に最も

火炎到達時間が短い発火点 4 による森林火災発生時の自衛消防隊のアク

セスルートを、参考-図 2 に防火帯周辺の消火栓の配置図を示す。

2.3 計画のデメリット 
防火帯内に堅牢な鉄筋コンクリート造建家を含め、この構造体の防火・

耐火性能により森林火災の延焼防止及び輻射熱の遮断を期待することと

している。これらの建家は原子力施設として建設されたものであること

から壁も十分厚く、窓等の開口部が少ないことから、外部からの火炎の伝

播を防止する機能が十分あると考えられる。しかしながら、万が一、建家

内部に延焼した場合には、建家内部を火炎が伝播し、特に高放射性廃液貯

蔵場（HAW）と分離精製工場（MP）は連絡通路等で接続されているため、

これらからの延焼防止の対策が必要となる。なお、高放射性廃液貯蔵場

（HAW）と分離精製工場（MP）の向かい合う壁は鉄筋コンクリート壁で

あり、開放部はない（既設開口部は津波浸水防止のため鉄板により閉止済

み）。

3. 計画 B について

3.1 検討の方針 
計画 A と異なり、建家等を含めないように防火帯の配置を計画する。

その際には、先行施設（高温工学試験研究炉）の例を参考に、既にアスフ

ァルト塗装がされている構内舗装道路を防火帯として利用する（図 2）。 
南側の防火帯はその風上に樹木があることから防火帯幅を 21 m 確保

することとする。防火帯は、分離精製工場（MP）を中心として建設され

<11>



ている再処理施設の建家群を囲むように敷設されている舗装道路沿いに

設置し、南側については再処理施設とプルトニウム燃料技術開発センタ

ーの間の舗装道路の一部を防火帯とする。 
なお南東側の一部は現在は樹木が自生しているが、これらはこの場所

に事故対処設備を配備することから、地盤改良工事を行う計画であり、そ

の際にこれらの樹木の伐採が行われる。 

3.2 計画のメリット 
防火帯内に建家等の構築物がないため、1.に示した管理要件を満足する

ように維持管理することは容易となる。また、標識等を設置することによ

り防火帯を明確に示すことができる。 

3.3 計画のデメリット 
防火帯が広い範囲となるため、自衛消防による延焼防止活動の守備範

囲が広くなる。しかしながら、参考-図 3 に示す通り、最も火炎到達時間

が短い発火点 4 による森林火災発生時の自衛消防隊のアクセスルートは

計画 A と変わらない。また、参考-図 3 に示すように防火帯周辺に利用可

能な消火栓が配置されており、これらの消火栓と消防タンク車を組み合

わせた延焼防止活動が可能である。 

4. 計画 A と計画 B の比較 
上記の検討に基づくと、防火帯の整備においては計画 A に利点があるもの

の、その後の運用の容易さ・確実さの点からは構造が簡易な計画 B が優れて

いる。自衛消防による延焼防止活動についても計画 A の方が範囲が狭いため

容易であるものの、計画 B においても既存の消火栓・水利や消防ポンプ車を

用いた延焼防止活動は可能である。 
また整備完了時期については両計画とも南東側にある事故対処設備の配備

場所の地盤改良工事後となるため差異は生じない。 
以上のことから、防火帯としての明確さ・運用の容易さを重視し、計画 B

に基づく防火帯の設置についての詳細検討を進める。 
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参考図-1 自衛消防隊のアクセスルート（計画 A） 
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参考図-2 防火帯周辺の消火栓配置図（計画 A） 
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参考図-3 自衛消防隊のアクセスルート（計画 B） 
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参考図-4 防火帯周辺の消火栓配置図（計画 B） 
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添付資料 6-1-4-8-4 
＜参考抜粋＞ 

核燃料サイクル工学研究所自衛消防隊について 
 
1．概要 
核燃料サイクル工学研究所では核燃料サイクル工学研究所内及び近隣地域に

おいて発生した火災等の災害から従業員の生命並びに核燃料サイクル工学研究

所の財産を保護するとともに，災害による被害を軽減することを目的に自衛消

防隊として消防班が組織されている。消防班は 5 分隊構成とし，そのうち 1 分

隊は常駐隊である。常駐隊を除く各分隊は 8 名の班員をもって編成し，常駐隊

は 4 名の班員をもって編成する。消防班の組織図を図 1-1 に示す。消防班の対

応内容を別紙 6-1-4-8-4-1 に示す。  
 
 

 
図 1-1 消防班の組織図の位置関係 
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2．消防設備 
森林火災が発生した際の消火活動に使用する消防設備として以下の設備を備

えている。 
2.1 消防タンク車 
消防タンク車の仕様を表 2.1-1 に示す。消防タンク車の写真を図 2.1-1 に示

す。 
2.2 消防化学車 
消防化学車の仕様を表 2.2-1 に示す。消防化学車の写真を図 2.1-1 に示す。 

 
2.3 屋外消火栓 
屋外消火栓の仕様を表 2.3-1 に示す。 
 

表 2.1-1 消防タンク車の仕様 
タンク容量 1,500 L 

放水量 2.8 m3/min 

台数 3 台 

 
 

表 2.2-1 消防化学車の仕様 
タンク容量 1,500 L 

放水量 2.8 m3/min 

消火剤 合成界面活性剤消火薬剤 

消火剤量 300 L 

台数 1 台 

 
 

表 2.3-1 屋外消火栓の仕様 
核燃料サイクル工学研究所内 102 か所 

再処理施設内 41 か所 

防火帯内 7 か所 

放水ホース 3 本 × 20 m 
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3．訓練 

3.1 自衛消防隊 
消防班は，毎月 2 回消防訓練を行っている。 
訓練では，召集訓練，消防車を用いての操作訓練，放水訓練等を行っている。 
 

3.2 合同訓練 
核燃料サイクル工学研究所では，公設消防との連携強化を目的として，年 1

回以上公設消防と合同消火訓練を行っている。 
訓練では，消防車を用いての操作訓練，放水訓練，中継給水訓練等を行って

いる。 
合同訓練の様子を図 3.2-1 に示す。 
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竜巻による飛来物によって屋上に設置されている設備，配管等が損傷 

した際の復旧方法の考え方について 

 

 

 

 

 

 

令和２年７月２７日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

【資料１－４】 

【概要】 

〇 高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術

開発棟の屋上に設置している設備，配管等については，設計飛来物の衝突により損

傷した場合，事故対処設備により安全機能の代替を行うこととしている。 

・ 二次冷却水系統の設備が損傷した場合には崩壊熱除去機能の喪失となり，重

大事故の起因事象となりうるため，早急に事故対処設備による機能の代替を行

う。

・ 可搬型設備による長期間の代替は安定性の観点から好ましいものではないこ

とから，損傷を受けた設備の本復旧までの期間においては補修資材や予備品

を用いた修理または交換による応急的措置を行う。

・ 一方，換気系ダクトは損傷によって直ちに事故に至るものではないため，損傷

によって地上放散となった場合に，敷地境界における被ばく線量が平常時の線

量限度に至るまでの時間裕度の間に応急的措置を行う。

・ 応急的措置の間に本復旧のための恒設設備の製作・工事を進める。

〇 事故対処設備による代替策の有効性については他の事象に対する事故対処の有

効性評価と合わせて令和 3 年 1 月までに示す。 

〈7/16 監視チームにおける議論のまとめ〉 
3. 外部事象対策について
① 竜巻対策について
〇 飛来物による損傷時の代替策の方針
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6-1-4-4-4-5-1-1 

別紙参考 6-1-4-4-4-5-2  

 

屋上に設置されている設備，配管等の損傷時の復旧方法の考え方について 

 

 高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の屋上

に設置している設備，配管等については，設計飛来物の衝突により損傷した場合，事故対処設備

により安全機能の代替を行うが，可搬型設備による長期間の代替は安定性の観点から好ましいも

のではないことから，損傷を受けた設備の本復旧までの期間においては補修資材や予備品を用い

た修理または交換による応急的措置を行う。 

 屋上に設置されている設備，配管等が担う安全上の機能としては，崩壊熱除去機能（二次冷却

水系統の設備（冷却塔，ポンプ，浄水貯槽及び冷却水系統の配管）），閉じ込め機能に係る放出経

路の維持機能（換気系ダクト）がある。二次冷却水系統の設備が損傷した場合には崩壊熱除去機

能の喪失となり，重大事故の起因事象となりうるため，早急に事故対処設備による機能の代替を

行う。一方，換気系ダクトは損傷によって直ちに事故に至るものではないため，別紙参考 6-1-4-

4-4-5-1に示した時間裕度の間に応急的措置を行う。 

以上の段階的な復旧の考え方を図 1に示す。なお，事故対処設備による代替策の有効性につい

ては他の事象に対する事故対処の有効性評価と合わせて令和 3年 1月までに示す。 

 

 

図 1 屋上設置機器・配管が竜巻により損傷した場合の段階的復旧の考え方 
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6-1-4-4-4-5-1-2 

各設備の仕様を表 1に示す。また，以下に各設備の復旧方法の考え方を示す。 

① 冷却塔 

使用中の系統が損傷した場合は予備系統に切り替えて崩壊熱除去機能を維持する *1。予

備系統も同時に損傷した場合には，事故対処設備により崩壊熱除去機能を代替し，事故対

処設備により崩壊熱除去機能を代替する間に冷却塔の補修による仮復旧を行う。その後，

冷却塔の交換等を実施し，恒設設備により機能回復を行う。 

 

*1 ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟では、通常 2系統運転（50 %負荷×2系

統）している。片系統故障時にはバランス運転（1系統 100 %負荷）に切り替える。 

② ポンプ 

使用中の系統が損傷した場合は予備系統に切り替えて崩壊熱除去機能を維持する。予備

系統も同時に損傷した場合には，事故対処設備により崩壊熱除去機能を代替し，事故対処

設備により崩壊熱除去機能を代替する間にポンプの補修による仮復旧を行う。その後，ポ

ンプの交換等を実施し，恒設設備により機能回復を行う。なお，ポンプの電動機が損傷し

た場合には，事故対処設備により崩壊熱除去機能を代替しながら，速やかに予備品と交換

する。 

③ 浄水貯槽 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）の浄水貯槽が損傷した場合には，事故対処設備により崩壊

熱除去機能を代替する。事故対処設備により崩壊熱除去機能を代替する間に補修資材（当

て板等）の手配を行い，当て板等により浄水貯槽の損傷箇所の仮復旧を行う。その後，浄

水貯槽の交換等を実施し，恒設設備により機能回復を行う。 

④ 冷却水系統の配管 

使用中の系統が損傷した場合は予備系統に切り替えて崩壊熱除去機能を維持する。予備

系統も同時に損傷した場合には，事故対処設備により崩壊熱除去機能を代替する。事故対

処設備により崩壊熱除去機能を代替する間に予め用意している補修資材（補修クランプ

等）により仮復旧を行う。その後，配管の交換等を実施し，恒設設備により機能回復を行

う。 

⑤ 換気系ダクト 

屋上ダクトが損傷した場合はガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟で

あればガラス固化処理を停止して可能な限り放射性物質の放出を低減する対応を行う。 

速やかに FRPシート，ダクトテープ等による応急措置を行うとともに，補修資材（当て板

等）の手配を並行で進め，当て板を損傷個所に溶接することにより仮復旧を行う。その

後，ダクトの交換等を実施し，恒設設備により機能回復を行う。 
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6-1-4-4-4-5-1-3 

表 1 屋上に設置している安全機能を担う設備の仕様（1/2） 

機器 

系統 

安全 

機能 

仕様 

高放射性廃液貯蔵場（HAW） ガラス固化技術開発施設（TVF） 

冷却塔 
崩壊 

熱除去 

・高さ 3.7 m×幅 11 m×奥行き 3 m 

・設計圧力 0.39 MPa 

・熱交換量 1930.6 kW 

・高さ 3.3 m×幅 5.5 m×奥行き 3.7 m 

・設計圧力 0.69 MPa 

・熱交換量 1133.7 kW 

ポンプ 
崩壊 

熱除去 

二次冷却水の送水ポンプ 

・高さ 0.7 m×幅 1.6 m×奥行き 5.5 m 

・全揚程：40 m 

・吐出量：200 m3/h 

・回転数：2900 rpm 

・電動機：37 kW 

浄水ポンプ 

・高さ 0.47 m×幅 1.03 m×奥行き 0.34 m 

・全揚程：20 m 

・吐出量：30 m3/h 

・回転数：2900 rpm 

・電動機：5.5 kW 

ポンプ 

・高さ 1.1 m×幅 2.1 m×奥行き 1.1 m 

・全揚程：45 m 

・吐出量：195 m3/h 

・回転数：1460 rpm 

・電動機：45 kW 

浄水 

貯槽 

崩壊 

熱除去 

形状 ：φ2.5 m×3 m 

全容量：13.25 m3 

材質 ：SUS304 

 

冷却水

系統の

配管 

崩壊 

熱除去 

二次冷却水系統の配管 

・80A（10S）SUS304 

・100A（10S）SUS304 

・200A（10S）SUS304 

 

浄水系統の配管 

・50A（10S）SUS304 

・80A（10S）SUS304 

冷却水系統の配管 

・65A（40S）STPG370 

・125A（40S）STPG370 

・150A（40S）STPG370 

・200A（40S）STPG370 

 

浄水系統の配管 

・25A（40S）STPG370 

・40A（40S）STPG370 

・50A（40S）STPG370 

・100A（40S）STPG370 

 

純水系統の配管 

・15A（40S）SUS304 

・25A（20S）SUS304 

・25A（40S）STPG370 

・50A（40S）STPG370 
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6-1-4-4-4-5-1-4 

表 1 屋上に設置している安全機能を担う設備の仕様（2/2） 

機器 

系統 

安全 

機能 

仕様 

高放射性廃液貯蔵場（HAW） 
ガラス固化技術開発施設（TVF） 

ガラス固化技術開発棟 

換気系

ダクト 

閉じ込め 

（放出経

路維持） 

セル換気系統のダクト 

・外径φ856 ㎜（板厚 3 ㎜）SUS304 

 

緊急放出系統のダクト 

・外径φ406.4 ㎜（板厚 9 ㎜）SUS304 

セル換気系統のダクト 

・外径φ2008 ㎜（板厚 4 ㎜）SUS304 

・外径φ2708 ㎜（板厚 4 ㎜）SUS304 
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廃止措置計画の変更認可申請（7 月申請予定）案件について 

 

 

 

 

 

 

令和２年７月２７日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

【概要】 

〇令和 2 年 7 月末に申請を予定している再処理施設の廃止措置計画の変更認可申

請案件については、第 43回及び第 45回会合において提示し審議をうけている。TVF

及び HAW の津波影響に関して、今回、新たに津波警報発令時の TVF のバルブ操作

の有効性、HAW 浸水防止扉の設計地震動に対する耐震性等の評価結果を取りまと

めた。 

【資料 2】 
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ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の 

廃止措置計画用設計津波に対する津波影響評価に関する説明書 

（建家壁貫通部のシール材等の健全性確認結果） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年７月２１日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

【概要】 

○ ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟（以下,「TVF 開発棟」という。）につ

いて,廃止措置計画用設計津波（以下,「設計津波」という。）に対する建家外壁の強度評価

について,波力及び余震との重畳を踏まえた津波荷重に対し構造強度を維持していること

を示す。（令和 2 年 7 月 16 日監視チーム会合にて報告） 

○ TVF 開発棟における浸水の可能性のある経路について確認結果を示す。また,接続するト

レンチ（T20、T21）が浸水した場合においても建家内が浸水しないよう,トレンチの内壁とス

ラブの構造強度を維持していることを強度評価により示す。（令和 2 年 7 月 16 日監視チー

ム会合にて報告） 

○ 建家外壁の強度評価の結果,浸水防止扉を設置している外壁の補強を要することから,当

該外壁の補強方法と合わせて令和 3 年 1 月までに浸水防止扉の強度評価を示す。（令和

2 年 7 月 16 日監視チーム会合にて報告） 

○ 浄水配管,飲料水配管及び極低放射性廃液配管について建家内壁の壁貫通部からバル

ブ等までの区間における耐震性及びこれらの浸水防止対策に操作するバルブの耐圧を確

認したことから記載を修正した。 

〇 津波波力が作用する外壁の壁貫通部のシール材及びモルタルが波力に耐えることを試験

にて確認したことから、その結果を示す。 

〇 TVF 開発棟では，T20 トレンチ内に敷設されている配管からの津波の流入を防止するた

め、対策として津波警報発令時に建家内の当該バルブを閉め，浸水防止ができることの有

効性を確認したことから報告する。また、当該バルブの操作手順書を作成する旨を追記し

た。 

【資料２-１】 
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6-1-3-3-1-4

4. トレンチの耐震性

4.1 T21 トレンチ

T21 トレンチは高放射性廃液貯蔵場（HAW）と TVF 開発棟の間の約 30 m を結ぶ

地下洞道であり，内部には高放射性廃液を移送する配管が設置されている。T21

トレンチは，廃止措置計画用設計地震動に対する耐震性について二次元 FEM を

用いて詳細な評価（廃止措置計画変更認可申請書の一部補正「令 02 原機（再）

020」添付資料 6-1-2-3-4「配管トレンチ（T21）の耐震応答計算書」参照）を実

施し補正を行った。 

4.2 T20 トレンチ 

T20 トレンチは耐震 C クラスに相当する構造物であることに加え，点検・保守

作業を実施するためのマンホール，換気口等の地表貫通口を複数有している

ことから，津波の襲来に伴いトレンチ内部が浸水するおそれがある。そのた

め，TVF開発棟と T20 トレンチの接続箇所の建家外壁が，津波の最大浸水深に

おける水圧に対し十分な強度を有することを確認している（5.2 項参照）。 

また，T20 トレンチ内に敷設されている配管が地震や津波の影響により損傷

した場合，配管内に浸水するおそれがある。そのため，TVF 開発棟と T20 トレ

ンチの接続箇所の建家外壁を貫通している浄水配管，飲料水配管及び極低放

射性廃液配管について，建家内の配管経路について調査した結果，TVF 開発棟

内のバルブ等により水の浸入を防げることを確認している（表 1 参照）。な

お，これらの配管は定ピッチスパン法により設置されており，建家内壁の壁貫

通部からバルブ等までの区間については，いずれも廃止措置計画用設計地震

動時に発生する最大応力が許容限界以下であることを確認した。また，設置さ

れているバルブについては，いずれも 10K の JIS 規格フランジ（流体温度 

120 ℃以下の場合の最大使用圧力 1.4 MPa）であり，浸水により発生する荷重

（静水圧）に対し十分な裕度があることを確認した。 

<29>
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別紙 6-1-3-3-1-2 

津波警報発令時におけるバルブ操作の有効性評価について 

（ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟） 

<34>
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１．はじめに 

ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟（以下，「TVF 開発棟」という）では，

津波による損傷防止として TVF 開発棟建家貫通部からの津波による浸水の可能性について調査

を実施した。その中で，津波等により T20 トレンチが浸水し，内部に敷設された配管が損傷した

場合，配管内部に水が流入する可能性が考えられたことから，当該配管についてバルブ等の設置

状況を調査した。その結果，図 1-1 に示す T20 トレンチ内に敷設されている飲料水配管の元バ

ルブは常時開であることから，対策として津波警報発令時に建家内の当該バルブを閉め，浸水を

防ぐことを検討している。

<35>
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２．バルブの閉操作に関する有効性評価（作業時間の測定） 

本対策について，事故対処に係る単体確認試験という位置づけで，制御室に常駐している人員

が最も少ない状態（TVF 運転停止中の夜間）において，照明が失われた状態（電源喪失時）で，

1人の作業員のみで照明器具の確保及びバルブの閉操作を実施するとの想定で，当該バルブの閉

操作に関する有効性評価（作業時間の測定）を実施した（図 2-1 及び図 2-2 参照）。 

なお，津波警報発令時には TVF 開発棟 3 階以上のフロアへ避難することが定められており，

本対策が避難に影響を与えない時間として，バルブの閉操作の目標時間を 5分に設定した。 
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３．バルブの閉操作に関する有効性評価（作業時間の測定）の結果 

有効性評価の結果，図 3-1 に示すとおり当該バルブの閉操作は目標の 5 分以内で実施でき，

本対策は津波警報発令時の浸水防止対策の一環として有効であることを確認した。なお，TVF 開

発棟における事故対処の際は，災害時の実際の現場の状況等や対策の優先順位を考慮すると，本

対策に必要な装備や手順が変動する可能性がある。 

そのため，今後実施する TVF 開発棟における事故対処に係る全体の有効性評価において，本対

策の有効性ついて再確認していく。 

ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟と T20 トレンチの接続箇所の建家

外壁を貫通している飲料水配管からの浸水防止に係るバルブ操作についてはマニュアルを定

め運用する。 
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【資料２-２】 
 

 

 

 

 

 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）の廃止措置計画用設計津波に

対する津波影響評価に関する説明書 

 

 

 

 

 

令和２年７月２７日 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

【概要】 

〇令和2年5月29日の補正（令02原機（再）020）においては，高放射性廃液貯蔵場

（HAW）の建家外壁について強度評価を実施し補正を行った。建家に接続するト

レンチについては，浸水の可能性のある経路の確認として，設計津波に対する止

水性等及び浸水防止扉の設計津波に対する強度評価について7月16日の監視

チーム会合にて示した。 

今回は，浸水防止扉の設計地震動に対する耐震性について構造強度評価の

概要及び結果について示す。また、止水処理（建家外壁―浸水防止扉枠間）の耐

圧試験結果を示す。 

 

〇高放射性廃液貯蔵場（HAW）の浸水防止扉について，廃止措置計画用設計津波

（以下，「設計津波」という。）に対し，余震，建家設計用漂流物の衝突による荷重

の組み合わせを考慮した津波荷重に対し構造強度を維持していることを令和2年

7月16日監視チーム会合にて報告。 

 
〇HAW に接続するトレンチ（連絡管路，Ｔ15，T21）が浸水した場合を想定しても建

家内が浸水しないよう，トレンチ内壁とスラブの構造強度を維持していることを強

令和2年7月16日監視チーム会合にて報告。 
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2.2 構造概要 

浸水防止扉は，片開型及び横引型の鋼製扉であり，扉板の前面に芯材（主桁及び縦桁）

を配した構造である。 

扉枠はアンカーボルトにより建家壁面に固定している。 

2.3 評価方針 

浸水防止扉の耐震評価は，表2.3-1に示すとおり構造部材の健全性評価を行う。 

構造部材の健全性評価は，「3. 固有周期及び設計用地震力」にて算出した固有振動数に

基づく設計用地震力による応力が許容限界内に収まることを「4. 強度評価」に示す方法に

て確認することで実施する。 

浸水防止扉の耐震評価フローを図2.3-1に示す。 

表2.3-1 浸水防止扉の評価項目 

評価方針 評価項目 地震力 部位 評価方法 許容限界 

構造強度を 

有すること 

構造部材の 

健全性 
設計用地震動 

各浸水防止扉の

「評価部位」に

て設定する部位 

発生応力が許容限

界を超えないこと

を確認する 

短期 

許容応力 
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4.6 評価結果 

浸水防止扉の扉体にかかる設計用地震動による慣性力と津波による波力の比較を行った

結果を表4.6-1に示す。 

浸水防止扉の扉体の強度評価は，設計用地震動による慣性力が津波による波力に比べて

小さいことから，津波に対する扉体の強度評価に包含される。 

浸水防止扉の扉体部品及びアンカーボルトの評価結果をそれぞれ表4.6-2及び表4.6-3に

示す。 

扉体部品の及びアンカーボルトの発生応力は許容限界以下であることを確認した。 

 

表4.6-1 扉体にかかる設計用地震動による慣性力と津波による波力の比較 

名称 

① 

設計用地震動に

よる慣性力ሺkN) 

② 

津波による波力 

ሺkNሻ 

①/② 

荷重比 

浸水防止扉 HAW-1 15.0 462 0.03 

浸水防止扉 HAW-2 86.8 1878 0.05 

浸水防止扉 HAW-3 15.0 462 0.03 

 

表4.6-2 評価結果（扉体部品） 

 

名称 
評価部位 

発生応力度 

ሺN/mmଶ) 

許容応力度 

ሺN/mmଶሻ 
検定比 

浸水防止扉

HAW-1 

ヒンジピン 12 118 0.11 

ヒンジボルト 5 205 0.03 

締結金具 84 205 0.41 

浸水防止扉

HAW-2 
車輪 27 118 0.23 

浸水防止扉

HAW-3 

ヒンジピン 12 118 0.11 

ヒンジボルト 5 205 0.03 

締結金具 84 205 0.41 
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表4.6-3 評価結果（アンカーボルト） 

名称 応力 
発生応力 

ሺkN/本)

許容応力 

ሺkN/本ሻ
応力比 

浸水防止扉

HAW-1 

引張 1.1 30.9 0.03 

せん断 1.1 19.0 0.05 

浸水防止扉

HAW-2 

引張 4.0 32.1 0.12 

せん断 4.0 19.0 0.21 

浸水防止扉

HAW-3 

引張 1.1 30.9 0.03 

せん断 1.1 19.0 0.05 
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添付資料 6-1-3-2-1 

 

 

 

 

 

高放射性廃液貯蔵場（HAW）建家貫通部からの 

浸水の可能性について 
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1．はじめに ～ 4．トレンチ及び連絡管路の耐震性 

（省略） 

 

5．貫通部等の確認 

5.1 トレンチ等の確認から 5.3 トレンチ等を除く壁貫通配管等の確認まで省略 

 

5.4 浸水防止扉の止水処置部の確認 

浸水防止扉の止水処置部（扉枠と建家躯体）について以下の点検・評価を実施した。 

①高放射性廃液貯蔵場（HAW）に設置している全ての浸水防止扉は，枠と建家躯体の隙

間を（幅約 3 cm 奥行約 20 cm）のモルタルで止水処理している。このため設計津波

の最大浸水深が作用する水圧に対してモルタル箇所を模擬した試験体から漏えい

がないことを確認することで，モルタルによる止水処理の妥当性を確認した。 

・モルタルの水圧試験（令和 2年 7 月実施）の実施状況を図 5-4-1 に示す。 

津波波力を上回る 0.5 MPa の水圧をかけても，モルタル材からの漏れのないこ

とを確認した。 
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「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド」， 

「原子力発電所の火山影響評価ガイド」及び 

「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」への対応状況について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年７月２７日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

【資料３】 

【概要】 

廃止措置段階にある東海再処理施設において高放射性廃液に伴うリスクが集中

する高放射性廃液貯蔵場（HAW）とガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術

開発棟について、廃止措置計画用設計地震動に対して重要な安全機能（閉じ込め

機能及び崩壊熱除去機能）が損なわれないように、外部からの衝撃（竜巻、火山事

象、外部火災）による損傷の防止について影響評価及び安全対策を進めることとし

ている。 

それらの影響評価及び安全対策について、原子力規制委員会が定めている「原

子力発電所の竜巻影響評価ガイド」，「原子力発電所の火山影響評価ガイド」及び 

「原子力発電所の外部火災影響評価ガイド」の記載事項に対する対応状況につ

いて整理した。 
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⑤ 長期間の外部電源の喪失及び交通の途絶を考慮し，燃料油等の備蓄又は外部からの支援等により，原子

炉及び使用済燃料プールの安全性を損なわないように対応が取れること。 

(b) 火砕物密度流 

(c) 溶岩流 

(d) 岩屑なだれ，地滑り及び斜面崩壊 

(e) 土石流，火山泥流及び洪水 

(f) 火山から発生する飛来物（噴石） 

(g) 火山ガス 

(h) 新しい火口の開口 

(i) 津波及び静振 

(j) 大気現象 

(k) 地殻変動 

(l) 火山性地震とこれに関連する事象 

(m) 熱水系及び地下水の異常 

〇 廃止措置計画における対応 

(1) 令和 2年 2月 10日に認可（原規規発第 2002103号）を受けた廃止措置計画変更認可申請書の別添 6-1-17「火

山影響評価」において，降下火砕物以外の火山事象については，最も近い検討対象火山でも敷地から約 90 km

と十分離れており，地理的特徴から再処理施設に影響を及ぼす可能性は十分に小さいと判断している。 

また，降下火砕物の条件としては，文献調査や地質調査及び降下火砕物シミュレーションの結果を保守的に考

慮して東海再処理施設において堆積する層厚を 50 cmとし，粒径は 8.0 mm以下，密度は乾燥密度で 0.3 g/cm3，

湿潤密度で 1.5 g/cm3としている。 

(a) 降下火砕物への対応 

① 高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟の建家屋上スラ

ブの強度について，降下火砕物の堆積と積雪を重畳した場合に生じる荷重が，終局耐力（短期許容応力

度をもとに計算した鉄筋コンクリート壁・天井の耐力）以下であることを確認している。 

屋上に設置されている設備についても，その形状から設備が損傷を受けるほどの多量の堆積は想定でき

ないこと，また降灰が確認された場合には除去作業を実施することから静的荷重により機能喪失が生じ

ないようにする。 

② 東海再処理施設では崩壊熱除去のために外部水利から取水する設備はない。崩壊熱除去の機能を担う冷

却塔には浄水施設から送られた浄水を散水に使用しているが，これらの設備は地下又は屋内に設置され

ていることから降下火砕物の影響はない。冷却塔は，ドレンから浄水を排水するとともに，浄水の供給

を増やすことで，閉塞防止を図る。 

③ 建家換気設備の入気フィルタは降下火砕物を含む空気によりフィルタ差圧が上昇することが想定され

るが，フィルタ差圧は常時監視しており，フィルタ差圧が運転範囲の上限まで上昇した場合には，フィ

ルタを交換することで通常の差圧状態に復旧する。 

堆積・閉塞以外として，腐食，粒子の衝突，摩耗，大気汚染（制御室の居住性への影響），絶縁低下を

評価し，適切な運用（灰の除去や清掃等）により影響が生じないようにする。 

④ 降下火砕物の降灰が確認された場合，建家入気フィルタ差圧の監視を強化しフィルタ交換を適切に行

う。冷却塔への降下火砕物の堆積状況を定期的に確認し排水口又はドレンの流量調整を行う。屋上及び

屋外の監視を強化し堆積状況に応じて屋外機器，建家及び建家周辺から降下火砕物を除去する。 

⑤降下火砕物の影響により，広範囲にわたる送電網の損傷による 7 日間の外部電源喪失及び研究所外での

交通途絶によるアクセス制限を想定し，気象庁による降灰予報発表時には，事故対処設備による対応及
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り直ちに施設の安全性が損なわれないことを確認している。 

なお、自衛消防隊による対応時間については、今後示す事故対処の有効性評価に含めて示すこととしてい

る。 

(b) 発火点の設定については附属書 Aの方法に基づき、余裕を持って東西 12 km，南北 12 kmの範囲を評価対

象とし、敷地の風上側で人為的な火災発生原因が想定される地点を選定している。敷地周辺の土地利用デ

ータ、植生データ、地形データ気象データに基づき附属書 A で推奨している FARSITE による森林火災シミ

ュレーションを実施し、保守的な火災の規模となるよう評価している。

(c) FARSITEで得られた森林火災時の煤煙の発生量に基づきプルームモデルによる拡散計算から建家給気口位

置におけるばい煙濃度を評価し、建家換気系統の構成から、ばい煙による施設の健全性に影響を評価して

いる。なお非常用発電機については機能喪失時には事故対処設備として配備する移動式電源車により機能

の代替を図る。

(d) 火線強度、輻射強度、防火帯幅、危険距離、ばい煙濃度について評価している。これらの評価については

ガイドの附属書 Aに記載の方法に基づいて実施している。

(2) 近隣の産業施設の火災・爆発

(a) 近隣の産業施設の火災・爆発については、敷地近傍の産業施設の調査に基づき、保守的な影響評価を実施

し、十分な離隔距離があることを確認している。また、最も近い公道を通過する燃料輸送車両及び近海を

航行する最大規模の LNG 船を考慮している。二次的な影響であるばい煙についても、評価された空気中濃

度及び建家の給気口に設置されたフィルタの機能により直ちに施設の安全性が損なわれないことを確認し

ている。

敷地内の危険物として、屋外の燃料油タンクについて評価するとともに、東海再処理施設特有のものとし

て廃溶媒を貯蔵している施設及びアスファルト固化体を貯蔵している施設からの火災影響について確認し

ている。

(b) 施設周辺に比較的近く貯蔵量の大きい株式会社 JERA 常陸那珂火力発電所（軽油貯蔵タンク及び 2 号軽油

サービスタンク）を発火源と想定した場合と、施設周辺で最も貯蔵量の大きい出光興産株式会社日立油槽

所及び株式会社日立ハイテクマテリアルズ日立オイルターミナルを保守的に合算したものを発火源と想定

した場合を評価している。 

(c) 二次的影響として、施設周辺で最も貯蔵量の大きい東京ガスの日立 LNG 基地内にある 2 基の LNG タンク

および LPGタンクのを保守的に合算した場合の爆発による影響を評価している。

プルームモデルによる拡散計算から建家給気口位置におけるばい煙濃度を評価し、建家換気系統の構成か

ら、ばい煙による施設の健全性に影響を評価している。なお非常用発電機については機能喪失時には事故

対処設備として配備する移動式電源車により機能の代替を図る。

(d) 輻射強度、危険距離、危険限界距離、ばい煙濃度について評価している。これらの評価についてはガイド

の附属書 Bに記載の方法に基づいて実施している。

(3) 航空機墜落による火災

(a) 最も厳しい位置に墜落した航空機の火災においても建家外壁の構造健全性は維持されることを確認して

いる。二次的な影響であるばい煙及び有毒ガスについても、評価された空気中濃度及び建家の給気口に設

置されたフィルタの機能により直ちに施設の安全性が損なわれないことを確認している。

(b) 火災の規模として、発電所の敷地内であって航空機墜落の可能性を無視できない範囲の最も厳しい場所に

航空機搭載の燃料の全部が発火した場合として施設から 39 mの位置に墜落した F-15（約 15 m3の燃料を搭

載）による火災を評価している。

(c) プルームモデルによる拡散計算から建家給気口位置におけるばい煙及び有毒ガス濃度を評価し、建家換気

系統の構成から、ばい煙による施設の健全性に影響を評価している。なお非常用発電機については機能喪
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(a) 石油コンビナート等の施設から原子炉施設までの離隔距離（600～6800 m）が評価上必要とされる危険距

離（29～257 m）以上であることを確認している。 

敷地内にある屋外危険物貯蔵タンクの火災影響については建家外壁の温度が許容温度以下であること及び

離隔距離が危険距離以上確保されていることを確認している。 

近隣の公道を走行する燃料輸送車の火災影響については近隣の石油コンビナート等の影響に包含されるこ

とを確認している。 

(b) 石油コンビナート等のガス爆発に対して、石油コンビナート等の施設から原子炉施設までの離隔距離

（4000 m）が評価上必要とされる危険限界距離（407 m）以上であることを確認している。 

近隣の公道を走行する燃料輸送車及び近海を航行する LNG 船の爆発影響については近隣の石油コンビナー

ト等の影響に包含されることを確認している。 

(c) ばい煙の影響判断においては「有毒ガス防護に係る影響評価ガイド」に基づき有毒ガス防護判断基準値と

して IDLH を適用した。評価の結果、想定される空気中のばい煙濃度は IDLH 以下であり、直ちに居住性に

影響を与えるものでないことを確認している。そのため、ガラス固化技術開発施設（TVF)ガラス固化技術

開発棟の制御室は、30分以内に給気ダンパを閉止して外気と隔離することを可能とする措置を講じる。常

駐する必要のない高放射性廃液貯蔵場（HAW）の制御室においては 30分以内に退避することとしている。 

(3) 航空機墜落による火災 

(a) 外壁、天井スラブが想定火災の熱影響に対して許容限界値（200℃）以下であることを確認している。（航

空機落下と森林火災の重畳においても許容限界値以下になることも確認している） 

(b) 換気系統へのばい煙の影響がダンパの設置等により考慮されている。 

(c) ばい煙の影響判断においては「有毒ガス防護に係る影響評価ガイド」に基づき有毒ガス防護判断基準値と

して IDLH を適用した。評価の結果、想定される空気中のばい煙濃度は IDLH 以下であり、直ちに居住性に

影響を与えるものでないことを確認している。そのため、ガラス固化技術開発施設（TVF)ガラス固化技術

開発棟の制御室は、30分以内に給気ダンパを閉止して外気と隔離することを可能とする措置を講じる。常

駐する必要のない高放射性廃液貯蔵場（HAW）の制御室においては 30分以内に退避することとしている。 
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分離精製工場(MP)等の津波防護に関する考え方 

 

 

 

令和２年７月２７日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

【資料４】 

【概要】 

〇東海再処理施設の廃止措置における耐津波設計の基本方針において、高放射

性廃液貯蔵場(HAW)，ガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟及

びそれらに関連する施設以外の分離精製工場(MP)等の施設(以下「分離精製工

場(MP)等」という。) については、今後とも安全かつ継続して施設を運用し計画的

に廃止措置を進めることができるよう、リスクに応じた対策を講ずることとしてい

る。 

○分離精製工場(MP)等における設計津波への対策としては、津波が建家内に浸入

することはあっても、有意に放射性物質を建家外に流出させないことを基本とす

る。

〇これまでに実施した保守的に想定したシナリオに基づくリスク評価を踏まえ、今

後、対策の内容の検討や実際の条件に即した詳細なリスク評価を行い、有意な

放射性物質の流出が想定されないことを確認する。 
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分離精製工場(MP)等の津波防護に関する考え方 

令和2年7月21日 

再処理廃止措置技術開発センター 

東海再処理施設の廃止措置における耐津波設計の基本方針(別添6-1-3-1)にお

いて、高放射性廃液貯蔵場(HAW)，ガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術

開発棟及びそれらに関連する施設以外の分離精製工場(MP)等の施設(以下「分離

精製工場(MP)等」という。) については、今後とも安全かつ継続して施設を運用

し計画的に廃止措置を進めることができるよう、リスクに応じた対策を講ずる

こととしている。 

分離精製工場(MP)等(うち27施設で放射性物質を保有)に現在保有している放射

性物質の量は、高放射性廃液貯蔵場(HAW)及びガラス固化技術開発施設(TVF)ガ

ラス固化技術開発棟と比較し少量であり、さらにいずれも建家内の貯槽や容器

等に内包することにより閉じ込めを確保しており、建家内に津波が浸入しても

容易に流出することはない。 

このため、分離精製工場(MP)等における設計津波への対策としては、津波が建家

内に浸入することはあっても、有意に放射性物質を建家外に流出させないこと

を基本として、主に以下の措置を講ずる。 

(1)リスク評価及び対策を要する場所及び優先度の決定（実施中、会合で説明） 

流出が起こりうるものとして保守的に想定したシナリオに基づくリスク（流

出量等）の評価を行い、対策すべき場所及び優先度を決める。

(2)対策の内容の検討（令和2年12月までに説明、一部実施中）

対策例を以下に示す。現場の詳細な調査（ウォークダウン等）を踏まえ、合

理的かつ有効な対策を見極める。

①安全な場所への放射性物質の移動等

分離精製工場(MP)等の工程洗浄(製品の処理を含む)や系統除染を行うこと

により、各施設に保有している放射性物質を津波の浸入防止措置を施す高放

射性廃液貯蔵場(HAW)に集約する、あるいは核燃料物質の溶液を流出し難い

安定な固体状の製品とし貯蔵施設に集約する。また、移動可能な廃棄物容器、

製品容器、標準試薬容器等を安全な場所に移動する。
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②放射性物質を内包する容器の固定･固縛

廃棄物容器、製品容器、標準試薬容器等を直接床等へ固縛する、あるいは固

縛した堅牢な別の容器等に収納する。

③放射性物質の流出が想定される経路の封止

低放射性廃液の貯蔵セル等においては、貫通部の隙間からの浸水、さらに同

じ経路を通じた拡散あるいは逆流によるセル外への流出が想定されること

から、これらの場所を詳細に特定するとともに、通常時の換気や運転操作へ

の影響も考慮して可能な範囲で封止する。

(3)対策の評価（令和2年12月までに説明、必要なものは令和3年4月に申請）

可能な限りの措置を講ずる前提で、それでも流出の可能性が多少なりとも残

存すると想定される経路（封止できない流出経路等）について、実際の条件

に即した詳細なリスク評価（流出量等）を行い、有意な放射性物質の流出が

想定されないことを確認する。

以上 
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別添 

分離精製工場(MP)等の津波影響評価について 

 

１．はじめに 

東海再処理施設の高放射性廃液貯蔵場(HAW)，ガラス固化技術開発施設(TVF)ガ

ラス固化技術開発棟及びそれらに関連する施設以外の分離精製工場(MP)等の施設

のうち、放射性物質を保有している施設についての廃止措置計画用設計津波（以下、

「設計津波」という）に対する影響評価について以下に示す。 
 

２．建家の耐震性・耐津波性評価 

放射性物質を保有している施設についての津波影響評価等の前提条件として、

建物の状況を想定するため、以下により耐震性、耐津波性について評価を行う。な

お、耐震性、耐津波性を有するとした場合についても、開口部等から建家内へ浸水

することを想定し、評価を行う。 

2.1 耐震性 

建家の設計地震動に対する応答計算、または保有水平耐力比により、耐震性

を評価する。保有水平耐力比で評価する場合については 1.5 以上で設計地震動

に対する耐震性を有する（建家内からの放射性物質の流出が大きくない程度の

閉じ込め性能の維持、支持構造物としての機能維持）ものとした。 

2.2 耐津波性 

保有水平耐力が設計津波による荷重（波力（T.P.+12.1 m）及び漂流物）以

上である場合、耐津波性を有する（建家内からの放射性物質の流出が大きくな

い程度の閉じ込め性能の維持）ものとした。 

 

３．対象機器に係る評価・確認 

環境影響評価にあたり、以下の評価・確認を行う。 

3.1 対象機器の耐震性の確認 

津波に先立つ地震による放射性物質の漏えい、津波による施設外への流出を

想定し、放射性物質を貯蔵・保管する機器（以下、「対象機器」という）のうち、

環境への影響が大きいと考えられる機器について、設計地震動に対する耐震性

を確認する（既往の評価で設計地震動に対する余裕が小さいものについて評価

を実施）。 

3.2 対象機器内への流入箇所の確認 

HAW 施設及び TVF を除く放射性物質を保有している施設については建家外壁

の止水性は期待できない。このため、対象機器に海水が多量に流入した場合に

機器内の放射性物質が流出することを想定し、環境への影響が大きいと考えら

れる機器について、浸水高さ（T.P.+14.2 m と想定）以下の対象機器への流入

の可能性のある箇所を図面（エンジニアリングフローダイアグラム）及びウォ

ークダウン（セル内除く）により確認する。 
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４．環境影響評価 

以下を考慮し、設計津波が襲来した際の環境への影響評価を行う（図 1、別紙 1、

別紙 2）。 

・建家の耐震性・耐津波性

・対象機器の設置場所

・対象機器の耐震性

・対象機器への海水の流入可能性

・放射性固体廃棄物等の貯蔵・保管場所（別紙 3）

・放射性物質の施設外への流出防止策（放射性物質の移動等）

評価については、地上流出時の線量評価を行うとともに、参考として海洋流出時

の線量評価も行う。 

地上流出：建家から流出した放射性物質全量が核サ研敷地の T.P.+10 m 以下

の範囲に均一に拡散するものとし、地表面に沈着した放射性物質

からの外部被ばく及び再浮遊した放射性物質の吸入摂取による

内部被ばくを評価 

海洋流出：建家から流出した放射性物質全量が海洋に流出した場合の経口摂

取による内部被ばくを評価 

５．評価結果 

分離精製工場(MP)等の放射性物質を保有している施設について、対策も考慮し

た評価では設計津波に対する環境影響が大きいものはないが、有意に放射性物質

を建家外に流出させないことを基本として、今後、可能な限りの措置を講ずる措

置を講ずる。 

以上 
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図 1 放射性物質を貯蔵・保管する機器の環境影響評価フロー 
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津波による建家からの放射性物質の流出について、以下のシナリオで流出
量の評価を行う。

① 建家が維持されず、セル外にある貯槽等が地上階の場合
② 建家が維持され、セル外にある貯槽等が地上階の場合

③ 建家が維持されず、セル外にある貯槽等が地下階の場合
④ 建家が維持され、セル外にある貯槽等が地下階の場合

⑤ セルが維持される場合

⑥ 建家が維持されず、固体廃棄物等が地上階の場合
⑦ 建家が維持され、固体廃棄物等が地上階の場合

⑧ 建家が維持されず、固体廃棄物等が地下階の場合
⑨ 建家が維持され、固体廃棄物等が地下階の場合

⑩ その他（上記以外）

津波による放射性物質の流出評価

別紙 1
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施設名 容器・内容物 容器の仕様等 保管状況 備考 

廃棄物処理場

（AAF) 

カートンボックス（低放射性固体廃棄物） 寸法：底φ330×上部φ370×H550 

材質：外：紙製、内：ビニル袋 

空重量：約 850 g 

充填後重量：約 3 ～ 8 kg 

 

・低放射性固体廃棄物カートン保管室(A142)

・低放射性固体廃棄物受入処理室(A143)

（床 T.P.約+6.0m） 

 

・予備室(A241)

（床 T.P.約+9.4m） 
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施設名 容器・内容物 容器の仕様等 保管状況 備考 

アスファルト

固化体貯蔵施

設（AS1) 

ドラム缶（アスファルト固化体） 

 

※ガスケット無し 

 

 

寸法：約φ590×900 t1.6 

材質：酸洗鋼板 

空重量：約 30 kg 

充填後重量：約 240kg～約 310kg 

 

 

 

貯蔵セル（R051,R052） 

（床 T.P.約-3.8m） 

 

貯蔵セル（R151,R152） 

（床 T.P.約+6m） 

ドラム缶 4本をフレームに収納し、最大 6段積

みにして貯蔵。 

 

JIS Z 

1601 に基

づき製作 
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施設名 容器・内容物 容器の仕様等 保管状況 備考 

アスファルト

固化体貯蔵施

設（AS1) 

ドラム缶（プラスチック固化体） 

 

 

 

寸法：約φ590×900 t1.2 

材質：溶融亜鉛めっき鋼板 

空重量：約 25 kg 

充填後重量：約 100kg～約 260kg 

 

 

 

貯蔵セル（R051,R052） 

（床 T.P.約-3.8m） 

 

貯蔵セル（R151,R152） 

（床 T.P.約+6m） 

ドラム缶 4本をフレームに収納し、最大 6段積

みにして貯蔵。 

 

JIS Z 

1600 に基

づき製作 
ガスケット 

（材質：クロロプレンゴム） 
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13 

施設名 容器・内容物 容器の仕様等 保管状況 備考 

第二アスファ

ルト固化体貯

蔵施設（AS2） 

ドラム缶（雑固体廃棄物） 寸法：約φ590×900 t1.2 

材質：溶融亜鉛めっき鋼板 

空重量：約 25 kg 

充填後重量：約 100kg～約 160kg 

 

貯蔵セル(R051) 

（床 T.P.約+0.5m) 

ドラム缶をパレットに最大 4本乗せ、平置き

で貯蔵。 

ガスケット 

（材質：クロロプレンゴム） 

<89>
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施設名 容器・内容物 容器の仕様等 保管状況 備考 

ウラン貯蔵所

(UO3) 

三酸化ウラン容器（三酸化ウラン粉末） 【4%濃縮ウラン用】 

寸法：φ250×1400 t3 

材質：SUS304 

空重量：約 40 kg 

充填後重量：約 260 kg（容器+UO3 粉

末） 

バードケージ重量：約 90 ㎏ 

【1.6%濃縮ウラン用】 

寸法：φ400×775 t4 

材質：SUS304 

空重量：約 40 kg 

充填後重量：約 320 kg（容器+UO3粉

末） 

バードケージ重量：約 90 ㎏ 

バードケ

ージにつ

いて落下

試験実施 

ポット耐

圧試験 

0.625 

㎏/cm2 

（ 4 %及

び 1.6 %） 

ガスケット 

(材質：フッ素ゴム) 
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施設名 容器・内容物 容器の仕様等 保管状況 備考 

第二ウラン貯

蔵所(2UO3) 

三酸化ウラン容器（三酸化ウラン粉末） 

 

【1.6%濃縮ウラン用】 

寸法：φ400×775 t4 

材質：SUS304 

空重量：約 40 kg 

充填後重量：約 320 kg（容器+UO3粉

末） 

バードケージ重量：約 90 ㎏ 

 

 

バードケ

ージにつ

いて落下

試験実施 

 

ポット耐

圧試験： 

0.625 ㎏/ 

cm2 
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施設名 容器・内容物 容器の仕様等 保管状況 備考 

第三ウラン貯

蔵所(3UO3) 

三酸化ウラン容器（三酸化ウラン粉末） 

 

 

 

【1.6%濃縮ウラン用】 

寸法：φ490×1040 t4 

材質：SUS304 

空重量：約 80 kg 

充填後重量:約 660 kg(容器+UO3 粉

末） 

バードケージ重量：約 115 ㎏ 

ピット蓋：約 290 ㎏ 

 

バードケ

ージにつ

いて落下

試験実施 

 

ポット耐

圧試験： 

0.625 ㎏

/cm2 

<92>
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施設名 容器・内容物 容器の仕様等 保管状況 備考 

焼却施設（IF) カートンボックス（低放射性固体廃棄物） 

 

 

 

寸法：底φ330×上部φ370×550  

材質：外：紙製、内：ビニル袋 

空重量：約 850 g 

充填後重量：約 3 ～ 8 kg 

 

 

 

 

・カートン貯蔵室(A001) 

・オフガス処理室(A005) 

（床 T.P.約+1.7m） 

 

・予備室(A102) 

（床 T.P.約+6.2m） 

 

・カートン投入室(A305) 

・機材室(A309) 

（床 T.P.約+12.2m） 
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施設名 容器・内容物 容器の仕様等 保管状況 備考 

焼却施設（IF) 袋（低放射性固体廃棄物） 

 

 

 

寸法：330 ×330 ×850 t0.1 

材質：酢酸ビニル製 

空重量：約 100 g 

充填後重量：約 3 ～ 8 kg 

 

 

 
 

・オフガス処理室(A005) 

（床 T.P.約+1.7m） 

 

・予備室(A102) 

（床 T.P.約+6.2m） 

 

・カートン投入室(A305) 

・機材室(A309) 

（床 T.P. 約+12.2m） 
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施設名 容器・内容物 容器の仕様等 保管状況 備考 

焼却施設（IF) ドラム缶（焼却灰） 

 

 

 

寸法：φ590 × 900 t1.2 

材質：溶融亜鉛めっき鋼板 

空重量：約 25 kg 

充填後重量：約 70 kg 

 

 

 

焼却灰ドラム保管室(A006) 

（床 T.P.約+1.7m） 

 

JIS Z 

1600 に基

づき製作 
ガスケット 

（材質：クロロプレンゴム） 
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施設名 容器・内容物 容器の仕様等 保管状況 備考 

第一低放射性

固体廃棄物貯

蔵場（1LASWS) 

ドラム缶（雑固体廃棄物） 

 

 

 

寸法：約φ590×900 t1.2 

材質：亜鉛めっき鋼板 

空重量：約 25kg 

充填後重量（計算値）： 

約 30kg～約 510kg 

 

 貯蔵室（A001） 

（床 T.P.約+1m） 

 貯蔵室（A101） 

（床 T.P.約+6.2m） 

 貯蔵室（A201） 

（床 T.P.約+11.2m） 

 貯蔵室（G301） 

（床 T.P.約+16.0m） 

 貯蔵室（G401） 

（床 T.P.約+20.8m） 

 貯蔵室（G501） 

（床 T.P.約+25.6m） 

ドラム缶 4本をパレットに乗せ、最大 3段積

みにして貯蔵。 

 

JIS Z 

1600 に基

づき製作 
ガスケット 

（材質：クロロプレンゴム） 
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施設名 容器・内容物 容器の仕様等 保管状況 備考 

第一低放射性

固体廃棄物貯

蔵場（1LASWS) 

コンテナ（雑固体廃棄物） 

 

 

 

寸法：1430×1430×1100 t2.3 

材質：SS400 

空重量：約 380 kg 

充填後重量（計算値）： 

約 390kg～約 1580kg 

 

 貯蔵室（A001） 

（床 T.P.約+1m） 

 貯蔵室（G301） 

（床 T.P.約+16.0m） 

 貯蔵室（G401） 

（床 T.P.約+20.8m） 

コンテナを最大 3段積みにして貯蔵。 

 

 

ガスケット 

（材質：クロロプレンゴム） 
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【参考1】

分離精製工場（MP）の主なインベントリを内包する機器の配置

<99>



<100>
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分離精製工場（MP）

下層階への海水の流出が想定される箇所

（階段、ハッチ等）

【参考2】

ウォークダウンの例

<107>



<108>



<109>



<110>



<111>



<112>



1. 荷物用エレベータ 2. ハッチ

3. エレベータ

4. G089扉（3階）

6. 階段（3F→2F）

（1/7）

13. ハッチ

<113>



16. ハッチ

（2/7）

20. 階段（3階）

25. ハッチ
28. 階段（2F→1F）・ケーブルダクト

32. 階段（B2F→B3F）
34. 階段（B2F→B3F）
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（3/7）

38. 地下ピット

40. 階段（1F→B1F）

35. 地下ピット 36. 階段（B3F）

37. ハッチ

39. 地下ピット
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（4/7）

44. 階段（3F→2F） 47. 扉

49. ハッチ 51. エレベータ

52. 階段（3F→2F） 53. 階段（2F→1F）
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（5/7）

56. ハッチ 57. ハッチ

58. ラダー階段
60. 階段（1F→B1F）

61. 地下ピット
62. ハッチ
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（6/7）

63. ハッチ 64. 地下ピット

66. 開口部（A348 2F→1F） 67. グレーチング（A348）

72. ハッチ 73. グレーチング（A322）
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（7/7）

74. 階段（3F→2F） 75. グレーチング（A222）

79. ハッチ

<119>



分離精製工場（MP）

下層階への海水の流出が想定される箇所

（ダクト類）

<120>



<121>



<122>



<123>



<124>



<125>





14. ダクト

15. ダクト

（2/7）

12. ケーブルダクト

17. ケーブルダクト

18. ダクト 19. ダクト
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23. ダクト 24. ダクト

（3/7）

21. ダクト 22. ダクト

26. ダクト 27. ダクト
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29. ケーブルダクト

30. ダクト 31. ケーブルダクト

（4/7）

28. 階段（2F→1F）・ケーブルダクト

33. ダクト
41. ダクト（R036へ）
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（5/7）

42. ダクト 43. ダクト

45. ケーブルダクト 46. ケーブルダクト

48. ダクト 50. ダクト
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（6/7）

54. ダクト 55. ダクト

59. ダクト 65. ダクト（R036へ)

68. ダクト 69. ダクト
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（7/7）

70. ダクト 71. ダクト・ケーブルダクト

80. ケーブルダクト

76. ダクト 77. ケーブルダクト

78. ダクト
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TVF 保管能力増強について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年７月２７日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

 

【概要】 

TVF 保管能力増強（平成 30 年 11 月申請）について、令和元年 10 月 18 日の面

談において、「ブロワが停止し通常運転から自然通風換気に移行する際のガラス固

化体の温度変化について、評価において適切に考慮していることを整理して説明す

ること。」等のコメントを受けている。また、令和 2 年 6 月 8 日の監視チーム会合に

おいて、「ガラス固化技術開発施設(TVF)の保管能力増強について、想定される事

象の進展を踏まえて、自然通風換気がどの程度期待でき、また、強制換気がどのタ

イミングで必要となるのか、ガラス固化体の崩壊熱除去機能を維持できることを整

理して説明すること。」のコメント受けている。 

上記コメントを踏まえ、TVF 保管能力増強については、安全対策との関係を整理

した上で、本申請に含まれている設計地震動や設計津波に対する崩壊熱除去機能

に係る対策（移動式発電機による強制換気）については、事故対処として扱うことと

し、本申請から切り離し、安全対策に係る変更申請に含める予定としていた。 

令和 2 年 6 月 8 日の監視チーム会合にて、「想定される事象の進展を整理して、

ガラス固化体の崩壊熱除去機能が維持できることを 7 月有効性評価の結果と併せ

て説明する」と回答していたが、HAW 及び TVF における事故対処の有効性評価の

申請時期の見直しや、全体の安全対策の申請スケジュールの見直しを行うことか

ら、ガラス固化体の崩壊熱除去に係る対策工事についても、申請時期を見直す。 

なお、申請時期は見直すが、対策工事（移動式発電機や及び電源盤設置）につ

いては、令和 3 年度末までの工事完了予定に変更はなく、その後、訓練を通して有

効性を確認する。 

 

【資料５】 
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ガラス固化技術開発施設（TVF)ガラス固化技術開発棟 

FEMにより設計された配管の耐震評価について 

〇 ガラス固化技術開発施設（TVF)ガラス固化技術開発棟の配管設計においては、耐震分類 A類に

属する配管で定ピッチスパン法を適用していないものは、設計当初より FEMを用いて耐震設計

を実施している。 

〇 設計時の FEM 評価のモデル数は約 300あり、1モデルには複数の配管が含まれている。 

〇 廃止措置計画において、耐震に係る安全対策の検討では、設計時のモデルを当時の設計基準地

震動 S1（最大加速度 180 gal）に対する応力比で 300 モデルを整理し、応力比の厳しい上位

10～20 のモデルについて、廃止措置計画用設計地震動による評価を実施した（添付に計算書

の抜粋を示す）。 

〇 本評価を行うにおいて、設計図及び現場状況調査に基づき、配管解析モデルの再構築を行った。 

〇 評価の結果、S1に対して最も応力比の大きかった配管（KG-619）については枝管の取り付け部

位が許容応力を超える結果となったことから、当該配管についてはサポートの追加等の検討を

行い、サポートの追加で耐震性を確保できることを確認した。この結果に従い、当該配管につ

いてはサポートの追加工事を計画している（令和 3年度後半に内部溢水対策で必要になる配管

補強と合わせて実施）。 

〇 それ以外の応力比の厳しい上位 10～20 の配管については、廃止措置計画用設計地震動におい

て生じる応力が、許容応力を満足する結果となることを確認した。またその結果より、それら

配管より応力比が厳しくない配管については設計時の応力比に十分な余裕があることから耐

震性があると判断している。 

【資料６】 

<134>



別紙 6-1-2-5-3-100 

配管の耐震性についての計算書 

（抜粋）
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6-1-2-5-3-100-1 

1. 概要 

高放射性廃液の閉じ込め機能及び崩壊熱除去機能を構成する配管について，「再処理施設の

位置，構造及び設備の基準に関する規則の解釈」及び「耐震設計に係る工認審査ガイド」を

踏まえ，廃止措置計画用設計地震動によって生じる地震力が作用したとしてもその安全機能

の維持が可能であることを示す。 

 

2. 一般事項 

2.1 評価方針 

 配管の構造強度の評価は，有限要素法（FEM）解析により行うもの及び振動数基準の定ピッ

チスパン法により行うものがある。 

有限要素法（FEM）解析により行うものについては，既往の設計及び工事の方法の認可申請

時に，基準地震動 S1（180 Gal）に対して発生応力を算出したモデルが約 300 あり，その発生

応力と供用状態 Dsにおける許容応力の比が大きいもの（0.3以上のもの，10モデル程度）に

ついて，上位から順に廃止措置計画用設計地震動時に発生する最大応力を評価し，構造上の

許容限界を超えないことを確認する。基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力，供用状態 Ds

の許容応力及び応力比を表 2-1に示す。 

振動数基準の定ピッチスパン法により行うものについては，別紙 6-1-2-5-3-101 に示す。 

 

2.2 適用規格・基準等 

適用規格・基準等を以下に示す。 

(1)原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1987（日本電気協会） 

(2)原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008（日本電気協会） 

(3)発電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1 2012（日本機械学会） 

(4)発電用原子力設備規格 材質規格 JSME S NJ1 2012（日本機械学会） 

 

2.3 記号の説明 

記号 記号の説明 単位 

Su JSME S NJ1-2012 Part3 に定める材質の設計引張強さ MPa 
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6-1-2-5-3-100-2 

 

表 2-1 基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力，供用状態 Dsの許容応力及び応力比(1/12) 

No. モデル No. 材質 
温度

(℃) 

固有周期

(s) 

基準地震動 S1

（180 Gal）時

の発生応力 

供用状態

Ds の 

許容応力 

応力比※1 

1 KG83-616※2 STPG370 55  0.141 165  326 0.505  

2 KG83-619※3 STPG370 55  0.108 157  326 0.481  

3 KG83-618※3 STPG370 55  0.111 156  326 0.478  

4 KG84-600※3 SUS304TP 35  0.188 194  468 0.415  

5 KG83-624※3 STPG370 55  0.088 132  326 0.406  

6 KG86-642※3 SUS304TP 60  0.140 158  440 0.359  

7 A86IA-1※3 SUS304TP 60  0.154 147  440 0.334  

8 A41IA-2※3 SUS304TP 60  0.104 140  440 0.319  

9 KG21-600※3 
SUS304TP 

SUS304LTP 
60  0.112 139  440 0.316  

10 KG84-617※3 SUS304TP 30  0.143 146  468 0.312  

11 KG41-264※3 SUS304LTP 65  0.142 123  400 0.306  

12 MODEL-14 SUS304TP 90  0.132 120  405 0.295  

13 KG86-603 SUS304TP 60  0.141 127  440 0.290  

14 KG01-600 SUS304TP 60  0.156 125  440 0.283  

15 A71ChWa-29 SUS304TP 30  0.105  125  468 0.266  

16 設工認図-4.6.17 SUS304TP 30  ― 124  468 0.264  

17 KG86-612 SUS304TP 60  0.143  109  440 0.247  

18 KG84-613 SUS304TP 30  0.118  114  468 0.243  

19 KG83-620 STPG370 55  0.126  76  326 0.235  

20 KG86-604 SUS304TP 60  0.127  101  440 0.230  

21 KG83-615 STPG370 55 0.094 75 326 0.229 

22 KG83-633 STPG370 55 0.138 74 326 0.226 

23 KG84-616 SUS304TP 30  0.143  104  468 0.222  

24 設工認図-4.6.14 SUS304TP 30  ― 102  468 0.218  

25 KG41-322 R-SUS304ULC 60  0.140  87  406 0.215  

※1 応力比は，基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力／供用状態 Ds の許容応力を示す。 

※2 配管(KG83-616)については，補強工事を実施する。 

※3 今回，有限要素法（FEM）解析により廃止措置計画用設計地震動時の発生応力を算出する配管。 
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6-1-2-5-3-100-3 

 

表 2-1 基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力，供用状態 Dsの許容応力及び応力比(2/12) 

No. モデル No. 材質 
温度

(℃) 

固有周期

(s) 

基準地震動 S1

（180 Gal）時

の発生応力 

供用状態

Ds の 

許容応力 

応力比※1 

26 KG84-615 SUS304TP 30  0.105  100  468 0.214  

27 KG11-604 
SUS304TP 

SUS304LTP 
30  0.126  99  468 0.212  

28 KG11-145 SUS304LTP 55  0.115  85  413 0.207  

29 KG41-540 
R-SUS304ULC 

SUS304LTP 
400  0.121  67  325 0.205  

30 KG84-602 SUS304TP 35  0.175  95  468 0.203  

31 KG41-136 SUS304LTP 45  0.141  84  425 0.198  

32 A41CWa-4 SUS304TP 55  0.065  85  447 0.191  

33 KG83-600 SUS304TP 55  0.118  85  447 0.191  

34 A41CWa-6 SUS304TP 55  0.106  82  447 0.184  

35 KG83-604 SUS304TP 55  0.131  82  447 0.184  

36 KG12-605 
SUS304LTP 

SUS304TP 
70  0.126  65  357 0.181  

37 設工認図-4.6.30 SUS304TP 30  ― 82  468 0.176  

38 設工認図-4.6.7 SUS304TP 30  ― 75  432 0.173  

39 設工認図-4.6.19 SUS304TP 30  ― 75  432 0.173  

40 KG84-620 SUS304TP 30  0.109  74  432 0.170  

41 KG83-617 STPG370 55  0.089  54  326 0.165  

42 KG84-621 SUS304TP 30  0.114  71  432 0.163  

43 KG86-800 STPG370 60  0.064  52  324 0.160  

44 KG11-149 SUS304LTP 55  0.079  66  413 0.159  

45 KG83-603 SUS304TP 55  0.063  70  447 0.156  

46 KG11-148 SUS304LTP 55  0.092  64  413 0.154  

47 KG83-630 SUS304TP 55  0.069  69  447 0.154  

48 KG83-629 SUS304TP 55  0.105  68  447 0.151  

49 設工認図-4.2.35 SUS304L 65  ― 60  400 0.150  

50 KG84-612 SUS304TP 30  0.121  66  447 0.147  

※1 応力比は，基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力／供用状態 Ds の許容応力を示す。 
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表 2-1 基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力，供用状態 Dsの許容応力及び応力比(3/12) 

No. モデル No. 材質 
温度

(℃) 

固有周期

(s) 

基準地震動 S1

（180 Gal）時

の発生応力 

供用状態

Ds の 

許容応力 

応力比※1 

51 KG12-176 
R-SUS304ULC 

TTP35 
130  0.068  31  219 0.143  

52 KG11-600 
SUS304TP 

SUS304LTP 
60  0.116  50  357 0.140  

53 A41CWa-7 SUS304TP 55  0.102  62  447 0.138  

54 KG83-634 STPG370 55  0.114  44  326 0.135  

55 KG11-610 
SUS304TP 

SUS304LTP 
55  0.125  55  413 0.133  

56 KG84-604 SUS304TP 55  0.098  59  447 0.132  

57 KG11-601 
SUS304LTP 

SUS304TP 
55  0.113  54  413 0.131  

58 KG41-190 SUS304LTP 90  0.130  48  375 0.128  

59 KG86-613 SUS304TP 200  0.087  46  361 0.128  

60 KG83-622 STPG370 55  0.135  41  326 0.126  

61 KG83-601 SUS304TP 55  0.115  56  447 0.125  

62 A84ChWa-5 SUS304TP 30  0.062  58  468 0.124  

63 設工認図-4.6.18 SUS304TP 30  ― 57  468 0.122  

64 A41CWa-8 SUS304TP 55  0.061  54  447 0.121  

65 KG41-282 SUS304LTP 65  0.039  48  400 0.120  

66 KG41-284 SUS304LTP 65  0.039  48  400 0.120  

67 設工認図-4.6.25 SUS304TP 30  ― 56  468 0.119  

68 KG86-602 SUS304TP 60  0.077  52  440 0.118  

69 KG86-616 SUS304TP 60  0.076  29  255 0.115  

70 A41CWa-5 SUS304TP 55  0.103  51  447 0.114  

71 KG12-601 
SUS304TP 

SUS304LTP 
55  0.108  40  357 0.113  

72 KG12-600 
SUS304TP 

SUS304LTP 
55  0.097  46  413 0.112  

73 KG84-614 SUS304TP 30  0.073  52  468 0.111  

74 KG41-265 SUS304LTP 65  0.061  44  400 0.110  

75 KG41-266 SUS304LTP 65  0.061  44  400 0.110  

※1 応力比は，基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力／供用状態 Ds の許容応力を示す。 
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表 2-1 基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力，供用状態 Dsの許容応力及び応力比(4/12) 

No. モデル No. 材質 
温度

(℃) 

固有周期

(s) 

基準地震動 S1

（180 Gal）時

の発生応力 

供用状態

Ds の 

許容応力 

応力比※1 

76 KG84-601 SUS304TP 25  0.083  50  454 0.110  

77 KG84-608 SUS304TP 55  0.117  49  447 0.110  

78 735Y-501-1 SUS304TP 60  0.101  44  406 0.109  

79 KG11-609 
SUS304LTP 

SUS304TP 
55  0.098  45  413 0.109  

80 A71ChWa-17 SUS304TP 30  0.096  50  468 0.107  

81 KG84-603 SUS304TP 50  0.122  48  454 0.106  

82 設工認図-4.6.13 SUS304TP 30  ― 49  468 0.105  

83 KG41-113 R-SUS304ULC 55  0.114  43  413 0.104  

84 KG83-632 SUS304TP 55  0.093  43  413 0.104  

85 024-71A3A SUS304 60  ― 45  440 0.103  

86 KG83-605 SUS304TP 55  0.116  45  447 0.101  

87 設工認図-4.6.16 SUS304TP 30  ― 46  468 0.098  

88 KG83-602 SUS304TP 55  0.100  42  447 0.094  

89 KG84-627 SUS304TP 50  0.116  42  454 0.093  

90 KG83-631 SUS304TP 55  0.064  38  413 0.093  

91 A41ChWa-21 SUS304TP 30  0.102  43  468 0.092  

92 KG86-611 SUS304TP 60  0.091  37  406 0.092  

93 KG86-607 SUS304TP 60  0.090  40  440 0.091  

94 KG41-243 SUS304LTP 55  0.064  37  413 0.090  

95 KG84-646 SUS304TP 30  0.183  42  468 0.090  

96 設工認図-4.6.3 SUS304TP 55  ― 40  447 0.090  

97 KG86-600 SUS304TP 60  0.107  39  440 0.089  

98 A41CWa-10 SUS304TP 55  0.046  39  447 0.088  

99 設工認図-4.6.5 SUS304TP 30  ― 39  468 0.084  

100 024-71A2A SUS304 60  ― 37  440 0.084  

※1 応力比は，基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力／供用状態 Ds の許容応力を示す。 
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表 2-1 基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力，供用状態 Dsの許容応力及び応力比(5/12) 

No. モデル No. 材質 
温度

(℃) 

固有周期

(s) 

基準地震動 S1

（180 Gal）時

の発生応力 

供用状態

Ds の 

許容応力 

応力比※1 

101 KG41-124 
R-SUS304ULC 

SUS304LTP 
45  0.102  32  406 0.080  

102 KG41-123 R-SUS304ULC 45  0.050  32  425 0.076  

103 KG41-137 SUS304LTP 45  0.050  32  425 0.076  

104 KG84-618 SUS304TP 30  0.063  32  432 0.075  

105 MODEL-7 SUS304TP 190  0.080  26  365 0.073  

106 A41CWa-3 SUS304TP 55  0.097  32  447 0.072  

107 A41ChWa-18 SUS304TP 30  0.079  33  468 0.071  

108 設工認図-4.6.28 SUS304TP 30  ― 33  468 0.071  

109 KG84-619 SUS304TP 30  0.112  30  432 0.070  

110 A41CWa-2 SUS304TP 55  0.080  31  447 0.070  

111 KG43-189 SUS304LTP 60  0.073  28  406 0.070  

112 KG11-172 R-SUS304ULC 70  0.095  27  394 0.070  

113 KG43-601 SUS304TP 260  0.102  25  356 0.069  

114 A41ChWa-19 SUS304TP 30  0.071  31  468 0.067  

115 設工認図-4.6.10 SUS304TP 30  ― 31  468 0.067  

116 設工認図-4.6.27 SUS304TP 30  ― 31  468 0.067  

117 KG86-606 SUS304TP 60  0.050  29  440 0.067  

118 KG41-277 
R-SUS304ULC 

SUS304LTP 
60  0.058  26  400 0.066  

119 A83CWa-1 SUS304TP 55  0.079  29  447 0.066  

120 KG41-196 SUS304LTP 90  0.078  25  375 0.065  

121 A41ChWa-20 SUS304TP 30  0.072  30  468 0.065  

122 KG84-647 SUS304TP 30  0.122  29  468 0.063  

123 設工認図-4.6.4 SUS304TP 30  ― 29  468 0.063  

124 設工認図-4.6.6 SUS304TP 30  ― 29  468 0.063  

125 設工認図-4.6.9 SUS304TP 30  ― 29  468 0.063  

※1 応力比は，基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力／供用状態 Ds の許容応力を示す。 
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表 2-1 基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力，供用状態 Dsの許容応力及び応力比(6/12) 

No. モデル No. 材質 
温度

(℃) 

固有周期

(s) 

基準地震動 S1

（180 Gal）時

の発生応力 

供用状態

Ds の 

許容応力 

応力比※1 

126 設工認図-4.6.29 SUS304TP 30  ― 29  468 0.063  

127 KG84-625 SUS304TP 50  0.101  28  454 0.063  

128 設工認図-4.2.7 SUS304L 65  ― 25  400 0.063  

129 25-71A7(3/3) SUS304 130  ― 24  386 0.062  

130 KG11-146 SUS304LTP 70  0.059  25  394 0.062  

131 KG11-173 R-SUS304ULC 70  0.095  25  394 0.062  

132 KG11-144 SUS304LTP 60  0.072  25  406 0.060  

133 KG86-625 SUS304TP 60  0.059  26  440 0.060  

134 KG11-602 
SUS304TP 

SUS304LTP 
55  0.069  25  413 0.059  

135 KG83-608 SUS304TP 55  0.083  26  447 0.059  

136 KG84-642 SUS304TP 30  0.068  27  468 0.059  

137 KG84-643 SUS304TP 30  0.068  27  468 0.059  

138 設工認図-4.6.8 SUS304TP 30  ― 27  468 0.059  

139 設工認図-4.6.20 SUS304TP 30  ― 27  468 0.059  

140 KG86-638 SUS304TP 60  0.065  25  440 0.058  

141 MODEL-3 SUS304TP 260  0.074  21  356 0.058  

142 KG43-117 SUS304LTP 30  0.086  25  432 0.057  

143 A41ChWa-23 SUS304TP 30  0.058  26  468 0.057  

144 KG84-640 SUS304TP 30  0.056  26  468 0.057  

145 KG84-641 SUS304TP 30  0.056  26  468 0.057  

146 設工認図-4.6.12 SUS304TP 30  ― 26  468 0.057  

147 設工認図-4.6.21 SUS304TP 30  ― 26  468 0.057  

148 設工認図-4.6.22 SUS304TP 30  ― 26  468 0.057  

149 設工認図-4.6.23 SUS304TP 30  ― 26  468 0.057  

150 設工認図-4.6.24 SUS304TP 30  ― 26  468 0.057  

※1 応力比は，基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力／供用状態 Ds の許容応力を示す。 
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表 2-1 基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力，供用状態 Dsの許容応力及び応力比(7/12) 

No. モデル No. 材質 
温度

(℃) 

固有周期

(s) 

基準地震動 S1

（180 Gal）時

の発生応力 

供用状態

Ds の 

許容応力 

応力比※1 

151 設工認図-4.6.26 SUS304TP 30  ― 26  468 0.057  

152 025-71ChWa12A SUS304 30  ― 26  468 0.056  

153 024-71A5A-2A SUS304 60  ― 25  440 0.056  

154 KG83-612 SUS304TP 55  0.083  25  447 0.055  

155 設工認図-4.6.2 SUS304TP 55  ― 25  447 0.055  

156 KG11-137 SUS304LTP 70  0.048  22  394 0.055  

157 KG43-120 SUS304LTP 30  0.074  24  432 0.054  

158 KG84-633 SUS304TP 30  0.058  25  468 0.054  

159 A84ChWa-3 SUS304TP 30  0.041  25  468 0.054  

160 KG41-262 SUS304LTP 65  0.103  22  400 0.054  

161 MODEL-12 SUS304TP 90  0.067  22  405 0.053  

162 MODEL-2 SUS304TP 90  0.086  21  388 0.053  

163 A41CWa-12 SUS304TP 55  0.019  24  447 0.053  

164 設工認図-4.6.11 SUS304TP 30  ― 25  468 0.052  

165 KG43-602 SUS304TP 60  0.078  23  440 0.051  

166 KG86-637 SUS304TP 60  0.043  23  440 0.051  

167 024-71A4A SUS304 60  ― 22  440 0.051  

168 MODEL-8 SUS304TP 90  0.056  19  375 0.050  

169 KG86-644 SUS304TP 60  0.037  22  440 0.049  

170 KG84-609 SUS304TP 55  0.083  22  447 0.048  

171 設工認図-4.6.15 SUS304TP 30  ― 23  468 0.048  

172 KG43-135 SUS304LTP 30  0.042  21  432 0.048  

173 KG43-146 SUS304LTP 30  0.086  21  432 0.048  

174 KG12-203 TTP35 55  0.094  14  288 0.048  

175 KG41-370 SUS304LTP 90  0.050  18  375 0.047  

※1 応力比は，基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力／供用状態 Ds の許容応力を示す。 
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表 2-1 基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力，供用状態 Dsの許容応力及び応力比(8/12) 

No. モデル No. 材質 
温度

(℃) 

固有周期

(s) 

基準地震動 S1

（180 Gal）時

の発生応力 

供用状態

Ds の 

許容応力 

応力比※1 

176 KG86-614 SUS304TP 60  0.026  21  440 0.047  

177 KG86-615 SUS304TP 60  0.027  21  440 0.047  

178 KG41-383 SUS304LTP 65  0.081  19  400 0.047  

179 MODEL-15 SUS304TP 90  0.098  19  405 0.046  

180 MODEL-4 SUS304TP 120  0.060  17  365 0.046  

181 KG43-130 SUS304LTP 30  0.051  20  432 0.045  

182 KG43-151 SUS304LTP 30  0.063  20  432 0.045  

183 KG11-161 SUS304LTP 55  0.058  19  413 0.045  

184 KG12-252 SUS304LTP 70  0.055  18  394 0.045  

185 KG43-144 SUS304LTP 30  0.072  19  432 0.043  

186 KG43-149 SUS304LTP 30  0.072  19  432 0.043  

187 KG43-111 SUS304LTP 30  0.057  19  432 0.043  

188 KG11-160 SUS304LTP 55  0.057  18  413 0.043  

189 024-71A5A-1A SUS304 60  ― 19  440 0.042  

190 KG86-610 SUS304TP 60  0.078  19  440 0.042  

191 KG86-619 SUS304TP 60  0.049  19  440 0.042  

192 KG86-620 SUS304TP 60  0.025  19  440 0.042  

193 A41ChWa-9 SUS304TP 30  0.064  20  468 0.042  

194 A41ChWa-22 SUS304TP 30  0.087  20  468 0.042  

195 A84ChWa-2 SUS304TP 30  0.059  20  468 0.042  

196 A84ChWa-4 SUS304TP 30  0.051  20  468 0.042  

197 KG84-605 SUS304TP 55  0.086  19  447 0.042  

198 KG43-141 SUS304LTP 30  0.061  18  432 0.041  

199 KG43-114 SUS304LTP 30  0.050  18  432 0.041  

200 KG11-163 SUS304LTP 55  0.056  17  413 0.040  

※1 応力比は，基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力／供用状態 Ds の許容応力を示す。 
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表 2-1 基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力，供用状態 Dsの許容応力及び応力比(9/12) 

No. モデル No. 材質 
温度

(℃) 

固有周期

(s) 

基準地震動 S1

（180 Gal）時

の発生応力 

供用状態

Ds の 

許容応力 

応力比※1 

201 KG12-125 SUS304LTP 55  0.051  17  413 0.040  

202 MODEL-6 SUS304TP 190  0.045  15  365 0.040  

203 KG43-604 SUS304TP 60  0.062  18  440 0.040  

204 KG86-608 SUS304TP 60  0.108  18  440 0.040  

205 KG84-628 SUS304TP 30  0.051  19  468 0.040  

206 A84ChWa-1 SUS304TP 30  0.048  19  468 0.040  

207 KG83-610 SUS304TP 55  0.050  18  447 0.039  

208 KG41-192 SUS304LTP 90  0.076  15  375 0.039  

209 MODEL-13 SUS304LTP 40  0.102  15  383 0.038  

210 KG11-162 SUS304LTP 55  0.042  16  413 0.038  

211 KG43-605 SUS304TP 60  0.072  17  440 0.038  

212 KG43-600 SUS304TP 60  0.083  17  440 0.038  

213 KG86-609 SUS304TP 60  0.077  17  440 0.038  

214 KG84-630 SUS304TP 30  0.049  18  468 0.038  

215 KG84-631 SUS304TP 30  0.060  18  468 0.038  

216 023-71Chwa7A SUS304 30  ― 18  468 0.038  

217 KG12-206 SUS304LTP 65  0.045  15  400 0.037  

218 MODEL-10 SUS304TP 90  0.088  15  405 0.036  

219 KG43-100 SUS304LTP 30  0.055  16  432 0.036  

220 KG43-102 SUS304LTP 30  0.054  16  432 0.036  

221 KG43-105 SUS304LTP 30  0.068  16  432 0.036  

222 25-71A7(1/3) SUS304 60  ― 16  440 0.035  

223 KG83-638 SUS304TP 55  0.056  16  447 0.035  

224 KG83-614 SUS304TP 55  0.087  16  447 0.035  

225 設工認図-4.6.1 SUS304TP 55  ― 16  447 0.035  

※1 応力比は，基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力／供用状態 Ds の許容応力を示す。 
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表 2-1 基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力，供用状態 Dsの許容応力及び応力比(10/12) 

No. モデル No. 材質 
温度

(℃) 

固有周期

(s) 

基準地震動 S1

（180 Gal）時

の発生応力 

供用状態

Ds の 

許容応力 

応力比※1 

226 KG43-108 SUS304LTP 30  0.580  15  432 0.034  

227 KG41-511 SUS304LTP 90  0.085  13  375 0.034  

228 24-71A1 SUS304 60  ― 15  440 0.034  

229 733Y501-2 SUS304TP 30  0.027  15  440 0.033  

230 KG84-610 SUS304TP 55  0.061  15  447 0.033  

231 KG43-155 SUS304LTP 30  0.050  14  432 0.032  

232 KG84-629 SUS304TP 30  0.056  15  468 0.031  

233 KG84-645 SUS304TP 30  0.040  15  468 0.031  

234 KG41-138 SUS304LTP 45  0.039  13  406 0.031  

235 KG11-110 SUS304LTP 55  0.041  13  413 0.031  

236 KG83-625 SUS304TP 55  0.050  14  447 0.031  

237 KG83-626 SUS304TP 55  0.050  14  447 0.031  

238 KG84-622 SUS304TP 55  0.054  14  447 0.031  

239 KG84-623 SUS304TP 55  0.057  14  447 0.031  

240 26-71Chwa22(1/2) SUS304 30  ― 14  468 0.030  

241 KG43-123 SUS304LTP 30  0.043  13  432 0.030  

242 KG12-209 
SUS304LTP 

R-SUS304ULC 
60  0.041  12  400 0.029  

243 MODEL-11 SUS304TP 90  0.050  12  405 0.029  

244 KG86-643 SUS304TP 60  0.026  13  440 0.029  

245 KG84-606 SUS304TP 55  0.052  13  447 0.029  

246 KG84-607 SUS304TP 55  0.050  13  447 0.029  

247 KG84-611 SUS304TP 55  0.050  13  447 0.029  

248 KG11-111 SUS304LTP 55  0.039  12  413 0.028  

249 KG11-115 SUS304LTP 55  0.037  12  413 0.028  

250 KG71-143 SUS304LTP 55  0.078  12  413 0.028  

※1 応力比は，基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力／供用状態 Ds の許容応力を示す。 
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表 2-1 基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力，供用状態 Dsの許容応力及び応力比(11/12) 

No. モデル No. 材質 
温度

(℃) 

固有周期

(s) 

基準地震動 S1

（180 Gal）時

の発生応力 

供用状態

Ds の 

許容応力 

応力比※1 

251 MODEL-1 SUS304TP 125  0.081  11  388 0.028  

252 KG43-138 SUS304LTP 30  0.023  12  432 0.027  

253 KG84-644 SUS304TP 30  0.040  13  468 0.027  

254 KG83-613 SUS304TP 55  0.075  12  447 0.026  

255 KG12-101 SUS304LTP 55  0.066  11  413 0.026  

256 KG12-103 SUS304LTP 55  0.030  11  413 0.026  

257 KG43-132 SUS304LTP 30  0.021  11  432 0.025  

258 KG12-112 R-SUS304ULC 70  0.018  10  394 0.025  

259 28-71Chwa20 SUS304 30  ― 11  468 0.024  

260 MODEL-9 SUS304TP 90  0.072  10  405 0.024  

261 KG83-609 SUS304TP 55  0.074  11  447 0.024  

262 KG12-201 TTP35 55  0.040  7  288 0.024  

263 KG12-116 SUS304LTP 55  0.045  10  413 0.024  

264 KG71-137 SUS304LTP 55  0.067  10  413 0.024  

265 MODEL-16 SUS304TP 80  0.079  10  414 0.024  

266 KG84-632 SUS304TP 30  0.035  11  468 0.023  

267 KG43-603 SUS304TP 60  0.002  10  440 0.022  

268 KG86-626 SUS304TP 60  0.050  10  440 0.022  

269 KG41-102 
SUS304LTP 

R-SUS304ULC 
45  0.044  9  406 0.022  

270 KG41-409 SUS304LTP 45  0.044  9  406 0.022  

271 MODEL-5 SUS304TP 190  0.048  8  365 0.021  

272 26-71Chwa20 SUS304 30  ― 10  468 0.021  

273 KG41-100 R-SUS304ULC 55  0.019  9  413 0.021  

274 KG41-408 SUS304LTP 55  0.019  9  413 0.021  

275 KG41-434 SUS304LTP 90  0.020  8  375 0.021  

※1 応力比は，基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力／供用状態 Ds の許容応力を示す。 
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表 2-1 基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力，供用状態 Dsの許容応力及び応力比(12/12) 

No. モデル No. 材質 
温度

(℃) 

固有周期

(s) 

基準地震動 S1

（180 Gal）時

の発生応力 

供用状態

Ds の 

許容応力 

応力比※1 

276 25-71A9(2/2) SUS304 70 ― 9 426 0.021 

277 28-71Chwa22 SUS304 30 ― 9 468 0.020 

278 25-71A9(1/2) SUS304 60 ― 9 440 0.020 

279 KG12-148 SUS304LTP 30 0.024 8 432 0.018 

280 設工認図-4.2.36 SUS304L 65 ― 7 400 0.018 

281 KG41-403 SUS304LTP 65 0.039 7 400 0.017 

282 25-71Chwa3(2/3) SUS304 30 ― 8 468 0.017 

283 25-71Chwa1 SUS304 30 ― 7 468 0.016 

284 024-71A6A SUS304 60 ― 7 440 0.015 

285 26-71Chwa22(2/2) SUS304 30 ― 7 468 0.014 

286 A41ChWa-11 SUS304TP 30 0.027 6 468 0.013 

287 25-71A7(2/3) SUS304 130 ― 4 386 0.010 

288 KG41-333 SUS304LTP 65 0.019 4 400 0.010 

289 KG41-382 SUS304LTP 65 0.020 4 400 0.010 

290 KG41-324 R-SUS304ULC 60 0.011 4 406 0.010 

291 25-71Chwa3(1/3) SUS304 30 ― 5 468 0.010 

292 25-71Chwa3(3/3) SUS304 30 ― 5 468 0.010 

293 KG41-105 SUS304LTP 90 0.014 3 375 0.008 

294 KG41-414 SUS304LTP 90 0.012 2 375 0.005 

295 設工認図-4.2.34 SUS304L 65 ― 1 400 0.003 

※1 応力比は，基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力／供用状態 Ds の許容応力を示す。
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3. 評価部位 

配管の構造強度の評価部位は，本体の一次応力とする。 

 

4. 構造強度評価 

4.1 荷重の組合せ 

発生応力の算出については，自重，圧力及び地震力による応力を組み合わせた。地震力に

よる応力については，水平方向応力と鉛直方向応力を，二乗和平方根（SRSS）法により組み

合わせた。 

 

4.2 許容応力 

設備の構造強度の許容応力は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」及び「発

電用原子力設備規格 設計・建設規格 JSME S NC1-2012」に準拠し，供用状態 Ds における

許容応力を用いた。供用状態 Dsについては，温度は設計温度，圧力については設計圧力，配

管内部の流体については充填し，それぞれ生じる荷重と廃止措置計画用設計地震動による地

震力を組み合わせた状態とした。評価部位ごとの応力分類及び許容応力を表 4-1 に示す。 

 

 

表 4-1 評価部位ごとの応力分類及び許容応力 

評価部位 応力分類 許容応力 

配管 一次応力 
0.9 Su 

(1.5×0.6 Su) 

 

 

4.3 減衰定数 

減衰定数は，「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」に規定された値を用いた。

使用した減衰定数を表 4-2に示す。 

 

表 4-2 使用した減衰定数 

評価対象設備 
減衰定数（％） 

水平方向 鉛直方向 

配管 0.5 0.5 

 

 

4.4 設計用地震力 

「原子力発電所耐震設計技術規程 JEAC4601-2008」に基づき，廃止措置計画用設計地震動
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による建家の地震応答解析の結果得られる各階の床応答加速度をもとに，各階の床応答スペ

クトル（Ss-D，Ss-1，Ss-2の 3波包絡，周期軸方向に±10 %拡幅したもの）を作成し，これ

を評価に用いた。 

配管の解析用の床応答スペクトルは，配管据付最上階のものを用いた。使用した解析用の

床応答スペクトルを表 4-3及び図 4-1～12に示す。 

 

 

表 4-3 使用した解析用の床応答スペクトル 

評価対象設備 

（モデル No.） 
水平方向 鉛直方向 

配管 

（KG83-619, 

KG83-618, 

KG83-624） 

解析用の床応答スペクトル 

（RF，減衰定数 0.5 %） 

解析用の床応答スペクトル 

（RF，減衰定数 0.5 %） 

配管 

（KG84-600, 

KG86-642） 

解析用の床応答スペクトル 

（3F，減衰定数 0.5 %） 

解析用の床応答スペクトル 

（3F，減衰定数 0.5 %） 

配管 

（A86IA-1, 

A41IA-2, 

KG21-600, 

KG84-617, 

KG41-264） 

解析用の床応答スペクトル 

（1F，減衰定数 0.5 %） 

解析用の床応答スペクトル 

（1F，減衰定数 0.5 %） 

 

 

 

<150>















6-1-2-5-3-100-22 

4.5 計算方法 

配管の発生応力の計算方法は FEM解析（スペクトルモーダル法）を用いた。解析コードは

FINAS※1又は MSC.Nastran※2用いた。構造強度評価は，算出した発生応力と許容応力を比較す

ることにより行った。 

 

※1 日本原子力研究開発機構，伊藤忠テクノソリューション株式会社, “FINAS 汎用非線形構造解析

システム Version 21.0”. 

※2  MSC Software Corporation,“MSC.Nastran Version 2005r2”. 

 

 

4.6 計算条件 

4.6.1 解析モデル 

配管の解析モデルを図 4-13-1～10に示す。FEM解析のモデルは，その振動特性に応じ，代

表的な振動モードが適切に表現でき，地震荷重による応力を適切に算定できるものを用いた。 

 

 

 

図 4-13-1 配管(KG83-619)の解析モデル 
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図 4-13-2 配管(KG83-618)の解析モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 拘束点 
 

… 15A 

… 50A 

… 125A 

 

 

 

図 4-13-3 配管(KG84-600)の解析モデル 
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図 4-13-4 配管(KG83-624)の解析モデル 

 

 

 

 

 

 

△…拘束点 

 

図 4-13-5 配管(KG86-642)の解析モデル 
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図 4-13-8 配管(KG21-600)の解析モデル 

 

 

図 4-13-9 配管(KG84-617)の解析モデル 
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図 4-13-10 配管(KG41-264)の解析モデル 

 

 

 

 

4.6.2 諸元 

配管の主要寸法・仕様を表 4-4に示す。 
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表 4-4 主要寸法・仕様（1/5） 

評価対象設備 項 目  値 

配管(KG83-619) 

安全上の機能  閉じ込め機能 

崩壊熱除去機能 

機器区分  クラス 3 

流体名  水 

流体の密度  1.0 (g/cm3) 

材質  STPG370 

保温有無  有 

温度（設計温度）  55 (℃) 

圧力（設計圧力）  0.060 (MPa) 

呼び径-Sch.  15A-Sch.80  

50A-Sch.40  

125A-Sch.40  

150A-Sch.40  

200A-Sch.40  

配管(KG83-618) 

安全上の機能  閉じ込め機能 

崩壊熱除去機能 

機器区分  クラス 3 

流体名  水 

流体の密度  1.0 (g/cm3) 

材質  STPG370 

保温有無  有 

温度（設計温度）  55 (℃) 

圧力（設計圧力）  0.98 (MPa) 

呼び径-Sch.  15A-Sch.80  

40A-Sch.40  

125A-Sch.40  

200A-Sch.40  
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表 4-4 主要寸法・仕様（2/5） 

評価対象設備 項 目  値 

配管(KG84-600) 

安全上の機能  閉じ込め機能 

崩壊熱除去機能 

機器区分  クラス 3 

流体名  水 

流体の密度  1.0 (g/cm3) 

材質  SUS304TP 

保温有無  有 

温度（設計温度）  35 (℃) 

圧力（設計圧力）  1.3 (MPa) 

呼び径-Sch.  15A-Sch.40  

50A-Sch.20S  

125A-Sch.20S  

配管(KG83-624) 

安全上の機能  閉じ込め機能 

崩壊熱除去機能 

機器区分  クラス 3 

流体名  水 

流体の密度  1.0 (g/cm3) 

材質  STPG370 

保温有無  有 

温度（設計温度）  55 (℃) 

圧力（設計圧力）  0.061 (MPa) 

呼び径-Sch.  15A-Sch.80  

50A-Sch.40  

125A-Sch.40  

150A-Sch.40  

200A-Sch.40  
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表 4-4 主要寸法・仕様（3/5） 

評価対象設備 項 目  値 

配管(KG86-642) 

安全上の機能  閉じ込め機能 

崩壊熱除去機能 

機器区分  クラス 3 

流体名  空気 

流体の密度  ― 

材質  SUS304TP 

保温有無  無 

温度（設計温度）  60 (℃) 

圧力（設計圧力）  0.76 (MPa) 

呼び径-Sch.  15A-Sch.40  

配管(A86IA-1) 

安全上の機能  閉じ込め機能 

崩壊熱除去機能 

機器区分  クラス 3 

流体名  空気 

流体の密度  ― 

材質  SUS304TP 

保温有無  無 

温度（設計温度）  60 (℃) 

圧力（設計圧力）  0.76 (MPa) 

呼び径-Sch.  10A-Sch.40  

15A-Sch.40  

25A-Sch.20S  

40A-Sch.20S  
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表 4-4 主要寸法・仕様（4/5） 

評価対象設備 項 目  値 

配管(A41IA-2) 

安全上の機能  閉じ込め機能 

崩壊熱除去機能 

機器区分  クラス 3 

流体名  空気 

流体の密度  ― 

材質  SUS304TP 

保温有無  無 

温度（設計温度）  60 (℃) 

圧力（設計圧力）  0.76 (MPa) 

呼び径-Sch.  15A-Sch.40  

25A-Sch.20S  

配管(KG21-600) 

安全上の機能  閉じ込め機能 

崩壊熱除去機能 

機器区分  クラス 3 

流体名  空気 

流体の密度  ― 

材質  SUS304TP,SUS304LTP 

保温有無  無 

温度（設計温度）  60 (℃) 

圧力（設計圧力）  0.76 (MPa) 

呼び径-Sch.  8A-Sch.40  

15A-Sch.40  

25A-Sch.20S  

40A-Sch.20S  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<166>



6-1-2-5-3-100-32 

 

表 4-4 主要寸法・仕様（5/5） 

評価対象設備 項 目  値 

配管(KG84-617) 

安全上の機能  閉じ込め機能 

崩壊熱除去機能 

機器区分  クラス 3 

流体名  水 

流体の密度  1.0 (g/cm3) 

材質  SUS304TP 

保温有無  有 

温度（設計温度）  30 (℃) 

圧力（設計圧力）  0.59 (MPa) 

呼び径-Sch.  40A-Sch.20S  

65A-Sch.20S  

80A-Sch.20S  

100A-Sch.20S  

125A-Sch.20S  

配管(KG41-264) 

安全上の機能  閉じ込め機能 

崩壊熱除去機能 

機器区分  クラス 3 

流体名  空気 

流体の密度  ― 

材質  SUS304LTP 

保温有無  無 

温度（設計温度）  65 (℃) 

圧力（設計圧力）  ― 

呼び径-Sch.  10A-Sch.40  

15A-Sch.20S  

25A-Sch.20S  

40A-Sch.20S  

50A-Sch.20S  

80A-Sch.20S  

100A-Sch.20S  
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4.7 固有周期 

配管の固有周期及び固有モードを図 4-14-1～10に示す。 
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１次モード図   固有周期：0.087（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-1 系配管(KG83-619) 固有モード図（1/3） 
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２次モード図   固有周期：0.080（秒） 

図 4-14-1 系配管(KG83-619) 固有モード図（2/3） 
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３次モード図   固有周期：0.065（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-1 系配管(KG83-619) 固有モード図（3/3） 
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１次モード図   固有周期：0.084（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-2 系配管(KG83-618) 固有モード図（1/3） 
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２次モード図   固有周期：0.076（秒） 

図 4-14-2 系配管(KG83-618) 固有モード図（2/3） 
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３次モード図   固有周期：0.075（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-2 系配管(KG83-618) 固有モード図（3/3） 
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１次モード図   固有周期：0.128（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-3 系配管(KG84-600) 固有モード図（1/3） 
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２次モード図   固有周期：0.124（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-3 系配管(KG84-600) 固有モード図（2/3） 
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３次モード図   固有周期：0.091（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-3 系配管(KG84-600) 固有モード図（3/3） 
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１次モード図   固有周期：0.076（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-4 系配管(KG83-624) 固有モード図（1/3） 
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２次モード図   固有周期：0.067（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-4 系配管(KG83-624) 固有モード図（2/3） 
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３次モード図   固有周期：0.062（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-4 系配管(KG83-624) 固有モード図（3/3） 
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１次モード図   固有周期：0.133（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-5 系配管(KG86-642) 固有モード図（1/3） 
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２次モード図   固有周期：0.108（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-5 系配管(KG86-642) 固有モード図（2/3） 
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３次モード図   固有周期：0.106（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-5 系配管(KG86-642) 固有モード図（3/3） 
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１次モード図   固有周期：0.137（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-6 系配管(A86IA-1) 固有モード図（1/3） 
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２次モード図   固有周期：0.085（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-6 系配管(A86IA-1) 固有モード図（2/3） 
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３次モード図   固有周期：0.074（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-6 系配管(A86IA-1) 固有モード図（3/3） 
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１次モード図   固有周期：0.101（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-7 系配管(A41IA-2) 固有モード図（1/3） 
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２次モード図   固有周期：0.079（秒） 

図 4-14-7 系配管(A41IA-2) 固有モード図（2/3） 
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３次モード図   固有周期：0.077（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-7 系配管(A41IA-2) 固有モード図（3/3） 
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１次モード図   固有周期：0.122（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-8 系配管(KG21-600) 固有モード図（1/3） 
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２次モード図   固有周期：0.111（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-8 系配管(KG21-600) 固有モード図（2/3） 
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３次モード図   固有周期：0.105（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-8 系配管(KG21-600) 固有モード図（3/3） 
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１次モード図   固有周期：0.083（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-9 系配管(KG84-617) 固有モード図（1/3） 
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２次モード図   固有周期：0.080（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-9 系配管(KG84-617) 固有モード図（2/3） 
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３次モード図   固有周期：0.078（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-9 系配管(KG84-617) 固有モード図（3/3） 
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１次モード図   固有周期：0.089（秒） 

図 4-14-10 系配管(KG41-264) 固有モード図（1/3） 
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２次モード図   固有周期：0.088（秒） 

図 4-14-10 系配管(KG41-264) 固有モード図（2/3） 
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３次モード図   固有周期：0.083（秒） 

 

 

 

 
図 4-14-10 系配管(KG41-264) 固有モード図（3/3） 
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5. 評価結果 

構造強度評価結果を表 5-1 に示す。ガラス固化技術開発施設(TVF)ガラス固化技術開発棟

の配管の各評価部位の発生応力は，いずれも許容応力以下であることを確認した。 

今回，基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力と許容応力の応力比が大きいものを上位か

ら順に 10モデルについて廃止措置計画用設計地震動で評価した結果，その応力比が最大であ

る配管(KG83-616)を除き，いずれも許容応力以下であることを確認したことから，既往設計

及び工事の方法の申請時に有限要素法（FEM）解析に行った約 300のモデルのものは，いずれ

も許容応力以下となると判断した。なお，基準地震動 S1（180 Gal）時の発生応力と許容応力

の応力比が最大である配管(KG83-616)については，補強工事により，廃止措置計画用設計地

震動時の発生応力が許容応力以下となるようにする。 

 

表 5-1 構造強度評価結果 

評価対象設備 評価部位 応力分類 
発生応力

(MPa) 

許容応力

(MPa) 
応力比※1 

配管(KG83-619) 配管 一次 206 326 0.64 

配管(KG83-618) 配管 一次 182 326 0.56 

配管(KG84-600) 配管 一次 333 468 0.72 

配管(KG83-624) 配管 一次 149 326 0.46 

配管(KG86-642) 配管 一次 135 440 0.31 

配管(A86IA-1) 配管 一次 362 440 0.83 

配管(A41IA-2) 配管 一次 168 440 0.39 

配管(KG21-600) 配管 一次 195 440 0.45 

配管(KG84-617) 配管 一次 102 468 0.22 

配管(KG41-264) 配管 一次 86 400 0.22 

※1 応力比は，発生応力／許容応力を示す。 

 

<199>





6-1-2-5-3-100-66 

 
表 6-2 主要寸法・仕様 

評価対象設備 項 目  値 

配管(KG83-619) 

安全上の機能  閉じ込め機能 

崩壊熱除去機能 

機器区分  クラス 3 

流体名  水 

流体の密度  1.0 (g/cm3) 

材質  STPG370 

保温有無  有 

温度（設計温度）  55 (℃) 

圧力（設計圧力）  0.98 (MPa) 

呼び径-Sch.  15A-Sch.80  

40A-Sch.40  

80A-Sch.40  

125A-Sch.40  

150A-Sch.40  

200A-Sch.40  
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１次モード図   固有周期：0.123（秒） 

 

 
 

 
図 6-2 系配管(KG83-616) 固有モード図（1/3） 
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２次モード図   固有周期：0.121（秒） 

 

 

 
図 6-2 系配管(KG83-616) 固有モード図（2/3） 
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３次モード図   固有周期：0.117（秒） 

 

 
図 6-2 系配管(KG83-616) 固有モード図（3/3） 
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ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟における 

建家貫通配管が損傷した場合の建家内浸水調査について 

令和 2 年 7 月 21 日 

再処理廃止措置技術開発センター 

【概要】 

ガラス固化技術開発ガラス固化技術開発施設（TVF）ガラス固化技術開発棟にお

ける建家貫通配管の調査において、建家貫通部からの浸水の可能性について調

査を実施している（令和 2 年 7 月 16 日公開会合報告）。 

なお、建家貫通配管が地震や津波の影響により損傷した場合、配管を通して建

家内に浸水する可能性が考えられるため、浸水した場合の影響について調査し

た。 

調査の結果、建家貫通配管が損傷したとしても建家内に浸水する量は、二重ス

ラブ(約 2500m3)に集約される量であることを確認した。

配管については、耐震性を有していることを確認した。

バルブについては、津波浸水時の静水圧(0.1MPa) に対し十分な耐圧性を有して

いることを確認した。 

調査結果を図１(1/2)、(2/2)に示す。 

【資料７】
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東海再処理施設の安全対策に係る 7 月までの面談スケジュール（案） 

 

令和 2 年 7 月 21 日 

再処理廃止措置技術開発センター  

▽面談、◇監視チーム会合 

面談項目 

（○7 月変更申請） 

令和 2 年 

 
6 月 7 月 

1～5 ～12 ～19 ～26 29～3 ～10 ～17 ～24 ～31 

監視チー

ムコメント

対応 

・TVF 機器系統図等用いた耐震計算説明          

・廃液貯槽許容応力評価（貯液量制限等）          

・津波警報時、T20 バルブ閉対応の有効性          

・TVF 受入槽等の液量管理について          

・耐震計算書の根拠（肉厚等）について          

・外部事象の事故対処設備防護の考え方          

・外部事象のガイドとの適合性          

・外部火災の自衛消防隊の役割等          

・燃料輸送車両、船舶の火災源としての評

価 

 

         

・TVF 受入槽等の液量管理について（保安

規定申請時期を含む） 

         

・外部事象時の可搬設備の防護方針の提示

時期 

         

・防火帯内の建家が障壁として機能すること

の説明 

         

・事故対処有効性；前提条件の明確化等          

・竜巻：ダクトの損傷時の代替策有効性説明          

・内部火災；防護条件設定の拡充          

・溢水；防護対象除外理由の説明          

・制御室；求められる機能の説明          

全体概要          

安全対策          

地震に

よる損

傷の防

止 

○TVF の耐震性を確保すべき設備の整理 

○TVF 建家耐震評価 

○TVF 設備耐震評価 

-設備の耐震計算書 

-受入槽の据付ボルトのせん断強度と安

全裕度の向上に関する検討 

○第 2 付属排気筒耐震工事 

-耐震計算書 

-設計及び工事の計画 

         

津波に

よる損

傷の防

止 

○TVF 建家健全性評価(波力、余震重畳) 

○HAW 一部外壁補強 

-設計及び工事の計画 

-開口部浸水防止扉の健全性評価 

○HAW・TVF 建家貫通部浸水可能性評価 

-TVF の建家貫通部からの浸水の可能

性確認 

-トレンチと接する建家内壁等の健全性

評価結果 

-浸水防止扉止水処理の耐圧試験結果 

・引き波の影響評価 
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▽面談、◇監視チーム会合 

 

面談項目 

（○7 月変更申請） 

令和 2 年 

 
6 月 7 月 

1～5 ～12 ～19 ～26 29～3 ～10 ～17 ～24 ～31 

事故対

処 

○HAW・TVF 事故対処の方法、設備及びそ

の有効性評価（緊急安全対策を含む） 

-基本的考え方 

-有効性評価（代表例）の提示 

-事象進展及び対策手順（HAW） 

＜冷却、閉じ込め機能維持＞ 

系統設備構成、機能喪失の範囲 

対策手順及び実施の判断 

-対策の有効性評価（HAW） 

＜冷却、閉じ込め機能維持＞ 

対策時間、事故対処設備能力、必

要な資源、要員、アクセスルート、保

守性の考え方 

-事象進展及び対策手順（TVF） 

同上 

-対策の有効性評価（TVF） 

 

         

外

部

か

ら

の

衝

撃

に

よ

る

損

傷

の

防

止 

竜

巻 

○竜巻対策の基本的考え方 

○HAW・TVF 建家健全性評価 

-代表飛来物調査・選定 

-飛来物に対する防護の評価 

-新たな飛来物防護対策 

 

    
 

     

火

山 

○火山対策の基本的考え方 

○HAW・TVF 建家健全性評価 

-降下火砕物の評価 

 

 

 

 

   

 

   

外

部

火

災 

○外部火災対策の基本的考え方 

○HAW・TVF 建家健全性評価 

-森林火災に対する防護の評価 

-近隣工場の火災爆発に対する防護の

評価 

-航空機墜落に対する防護の評価 

 

         

内部火

災 

○内部火災対策の基本的考え方 

○HAW・TVF の防護対象設備の整理と重

要な安全機能への影響評価・対策 

  
 

 
  

    

溢水 

○溢水対策の基本的考え方 

○HAW・TVF の防護対象設備の整理と重

要な安全機能への影響評価・対策 

         

制御室 

○制御室の安全対策の基本的考え方 

○重大事故等発生した場合でも対応可能

な対策 

 

 

 

 

 

       

その他

施設の

安全対

策 

・設計津波に対して発生する可能性のある

事象検討 

・想定される事象発生時の環境影響評価・

対策 
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面談項目 

（○7 月変更申請） 

令和 2 年 

 
6 月 7 月 

1～5 ～12 ～19 ～26 29～3 ～10 ～17 ～24 ～31 

その他          

TVF 保

管能力

増強 

○平成 30 年 11 月変更申請の補正   
 

 

  

    

TVF 溶

融炉の

結合装

置 

○結合装置の製作及び交換に係る工事 

 （設計及び工事の計画） 
   

 

 

    

TVF 浄

水配管 

〇浄水配管等の一部更新に係る工事 

 （設計及び工事の計画） 
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